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お互いの文化を楽しむ時代
　韓国における文化施策は、現在のよう
に経済発展する以前は制度や施設整備に
力を注いできました。やがて急速な経済
発展と民主主義の定着によって、人々は
10年程前からいわゆるK-POPや韓流映画
などのコンテンツに注目するようになり
ました。その内容は自由奔放なものも
あって、「自由主義すぎる」と眉をひそめる
年配者もおられるほどです。また、金大中
大統領（在任：1998～2003年）時代に日本
文化の輸入が緩和されたこともあって、
今では日本の映画や小説も多く見られま
す。日本の小説がベストセラーの上位に
ランクされることも珍しくありません。
　とはいえ私の学生時代（1960～70年
代）は、「親日」という言葉は「愛国」の反対
を意味するものでした。日本の文化はも
ちろん、多くの人は日本語を勉強することにも抵抗感を
もっていました。しかし両国の経済交流が活発になるにし
たがって反日的な考えはどんどんなくなり、今や両国の若
者を中心にお互いの文化を楽しむことは日常的で、両国間
の文化交流はもはや話題にもならなくなりました。

外国に来た感じがしない
　現在、日本には約2万8千人の韓国人留学生がおり、そのう
ち約2千人が関西で学んでいます。一方、韓国には約4千人の
日本人留学生がいます。また、査証相互免除協定（2006年3月
1日）によって、観光や語学研修などで韓国を訪れる日本人
はビザなしで3か月間滞在できるようになるなど、両国の距
離はますます近くなりました。
　現代文化の面でも両国の差異はあまりなく、私は22年ぶ
りに日本へ赴任しましたが、外国に来たという感じがあま
りしません。韓国料理も浸透しています。日本で知られてい
る韓国料理の多くは庶民料理で、これがじつに美味しい。ま
た、日本ではあまり知られていませんが、韓国の南西部にあ
る全羅道（チョルラド）地方の料理もおすすめです。肉や魚、
野菜など豊富
な食材を使い、
一度に何種類
もの料理を並
べて楽しみま
す。食いしん坊
の私はついつ
い食べ過ぎて

しまうのですが、妻からはいつも体重を気にするよう言わ
れるので、家では控えめにしています。

異なる文化を共通の資産に
　韓国では儒教的な道徳観が浸透しているといわれます
が、これも両国で差異はないと感じます。日本では今でも
『忠臣蔵』の物語が好まれていますし、混んだ電車で若い人
が高齢者に席を譲る風景を見かけます。
　私は韓国人も日本人も文化的には同じ壺の中に住む者同
士で、異なる文化も共通の資産だと思っています。だから韓
国人と日本人の異なる考え方を交えることで、新しい価値
観や文化コンテンツも創造できると思います。シェイクス
ピアがイタリア文化をもとに『ロミオとジュリエット』を書
いたように、韓国人が『忠臣蔵』をモチーフにした映画を
作ったり、演劇に歌舞伎を取り入れたり、あるいは日本人が
韓国の小説を映画化することもできるでしょう。そうする
ことで両国の文化資源が2倍にも3倍にもなり、韓国と日本
の創造的な文化交流につながると思います。

　韓国料理や韓流ドラマ、K-POPなどが日本で日常化しているように、韓国でも日本の映
画や小説の人気が高い。「現代の文化や道徳観に韓日の差異はほとんどない」と語る李総領
事に、近年の状況や今後両国の文化が共に発展していくためのお考えについて伺った。
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21世紀はアジアの時代といわれる。
発展著しいアジアの活力を取り込むことは、
日本の新たな成長戦略につながる。
そして、その鍵となるのが高度な人材の育成・交流と活用。
いかにしてアジアの優れた人材を引き寄せ、
あるいは関西・大阪から育て送り出していけるのか。
2012年を迎えアジア情勢が激動するなか、
高度な人的、知的、文化的交流を通して
日本とアジアが創造的な関係を築くために、
今こそ、その実践が求められている。

－ アジア・ゲートウェイ構想を振り返りつつ －
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(表A) 世界のGDPに占める日本のシェア（1990年国際購買力平価換算）（単位：％）
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平 成 2 3 年 度 受 賞 者 と 贈 呈 理 由

INAC神戸レオネッサ
　2011FIFA女子ワールドカップの日本代
表チームに主将ら7人の選手を輩出して初優
勝。同年のなでしこリーグでも初優勝。日本
女子サッカー界のみならず、東日本大震災で
甚大な被害を受けた日本国民を元気づけた。

文 弘宣氏とINAC神戸レオネッサの
マスコット“らいむちゃん”

万城目 学氏

関西元気文化圏賞主催者と受賞者

堀井　中北先生は東洋大学大学院で教
鞭を執られるかたわら、2006年から
07年にかけて、当時安倍総理官邸の
『アジア・ゲートウェイ戦略会議』の
副座長を務められました。今回はそこ
でのお話を含め、日本の文化戦略や留
学生問題、大学における人材育成や交
流、さらには大阪の将来に期待される
ことなどについてお伺いしたいと思い
ます。
中北　お招きいただきありがとうござ
います。まずは、世界における日本の経
済的比重について、『世界のGDP（国内
総生産）に占める日本のシェア（表A）』
をもとにお話させていただきます。こ
れは世界的に有名な経済学者のアンガ
ス・マディソン（1926～2010年）が
科学的根拠に基づいて計算した、過去
2000年間の日本、イギリス、アメリカ、
中国、インドのGDPの推移です。
　これによれば、明治時代に入って間
もないころの日本のGDPの世界シェ
アは2.3％でした。それが第二次世界
大戦後の1950年には3.0％、高度経済
成長期の1960年には4.4％になり、バ
ブル絶頂期の1990年には8.6％まで伸
びています。日本の土地価格でアメリ
カが二つぐらい買えるといわれていた
当時、日本のGDPは瞬間的には世界
の1割近くをシェアしていたと思われ
ます。しかしバブル崩壊以降、現在は
5.7％まで下がりました。また、イギ
リスも日本と似たり寄ったりで、産業
革命を経て19世紀の終わり頃には9％
まで上がったものの、戦後、経済の後
退によってGDPが下がり、現在は3％
を切っています。
　一方、アメリカは20世紀初頭には
産業が勃興し、戦後の1950年には
27.3％と世界で4分の1以上のシェア

を占めるに至りました。とはいえ冷戦
後は徐々に下がり、現在はアメリカと
いえども20％を切る状況です。
　さて問題は中国とインドです。2000
年という長い歴史でみると、帝国主義
列強が跋扈する19世紀初頭まで両国
のGDPは世界の20～30％をシェアし
ていましたが、アヘン戦争やセポイの
乱、東インド会社などで搾取されつづ
けた結果、第二次世界大戦後は4～5
％にまで下がってしまいました。しか
し中国は現在、市場型社会主義の国策
により17％まで回復し、アメリカと
角逐しています。こうしてみれば、中
国・インドのGDP比率が19世紀なみ
に戻ってきたというのが現在の状況と
いえます。

ハードパワーとソフトパワー
　これまでの日米中の関係は、国家体
制の観点で日米が近く中国が遠い不等
辺三角形で示すことができました。し
かし、現在の日中関係は経済面で非常
に近づいてきていることを考えれば、
今後の日米中関係は均整のとれた等辺
三角形の関係が望ましいと思います。
また、日本とアメリカの関係も、経済
を無視した安保一辺倒な考え方はもは
や時代にそぐわず、日米中間における
経済的な相互依存を深めることが非常
に重要になるでしょう。現にアメリカは
中国の経済力を無視できないところまで

きており、たとえテーブルの下で互いに
足を蹴り合っていたとしても、米中間に
おける経済的な相互依存はますます強く
なっているのです。
　こうした米中関係は、これまでハー
ドパワーとソフトパワーという言葉で
説明されてきました。ハードパワーと
は軍事力や経済力で、ソフトパワーと
はそれを支える政治力や価値観、生活
様式、文化的影響力をいいます。アメ
リカは冷戦終結（1989年）後もハー
ドパワーを重視する外交戦略をとって
いましたが、一方でジョセフ・ナイ
（※1）という国際政治学者が提唱す
るように、アメリカが持つ世界有数の
ソフトパワーを外交戦略に活用する考
えも示されていました。しかし皮肉に
も、同時多発テロ事件（2001年9月
11日）を契機に、ブッシュ政権下の
アメリカは軍事力を一層強めることに
なったのです。
　一方、中国は、かねてよりアメリカ
以上にソフトパワーの重要性に着目し
ていたと思います。その代表例に孔子
学院（※2）があります。中国は共産
党のテーゼに一見反するような名称の
機関を作ってでも、アメリカをはじめ
世界をソフトパワーで席巻しよういう
戦略に出ています。
　そして現在、オバマ政権下のアメリ
カでは、ハードパワーでもソフトパワ
ーでもない、その両方をスマートに

（賢く）組
み合わせた
“スマート
パワー”と
いう新たな
外交戦略に
シフトして
います。こ
うしてみる
と、米中関
係というの

はハードパワーの時代を経て、現在は
ソフトパワーでお互いに牽制し合う状
態にあるといえます。
　しかし私は、ソフトパワーやスマー
トパワーだけで国際競争を生き抜くこ
とには無理があると考えます。経済学
の見地で言えば、第一に必要なのはハ
ードパワーです。豊かな経済力を持つ
ことでその国のライフスタイルが世界
の人々の憧れとなり、それによってこ
そソフトパワーやスマートパワーが発
揮される。私たちがアメリカのスニー
カーやジーンズに憧れるのは、アメリ
カにハードパワーがあり豊かだからで
す。これと同様に、日本のソフトパワ
ーが世界の注目を集めるには、まずは
国が経済的に豊かであるということが
前提となります。現在、アジア諸国を
はじめ欧米でもアニメやJ-POPなどの
人気が高まっていますが、こうした文
化戦略の成功は日本の経済力に依拠し
ているといえます。
　一方、中国がこれまでためてきたソフト
パワーは、昨年の尖閣諸島中国漁船衝
突事件での中国政府の強硬な対応（ハ
ードパワーによる外交戦略を優先させた
こと）により、一瞬にしてその効力が消滅
したと思います（※3）。

高度人材ネットワーク戦略
　外務省は数年前から、アニメ大使や寿

司大使などさまざまな文化外交によって
日本文化を海外に発信し、日本に対する
世界の関心の醸成に努めています。『ア
ジア・ゲートウェイ構想』は、そうした
流れの延長で立ち上がりました。
　この構想は、経済成長が著しいアジ
ア各国の活力を取り込むことで日本の
魅力を高め、さらにその魅力を広く海
外に発信しようというものです。
2007年5月、構想を具体的な政策に
結びつけるため、内閣官房に『アジ
ア・ゲートウェイ戦略会議（議長：安
倍晋三首相）』が設置され、東京藝術
大学の宮田亮平学長や松下電器産業の
中村邦夫会長など10名がメンバーと
なりました。
　ここで議論されたのは、羽田空港の
24時間化や関西国際空港における新
路線開設などを検討する「航空自由
化」をはじめ、「構造改革特区制度」
「日本の魅力の海外発信」など10項
目におよびました。なかでも構想の柱
として重視されたのが、高度な人材に
よるアジアでのネットワークづくりで
した。日本の魅力を高め世界に発信す
るには、モノや金だけではなく、世界
で通用する“人づくり”が極めて重要
で、それなくして企業も大学も生き残
れないというものです。そこでもっと
も重視されたのが留学生問題でした。
受入シェアの確保（世界の5％程度）
や産学連携の推進、海外現地機能の強
化など、新たな留学生政策が検討され
ました。
　日本に来る留学生は、私が学生だっ
た頃、例えば中国人の留学生はほとん
どが国費でやって来たエリートでした。
とくに社会科学関係では、留学期間が
終っても本国に戻りたくないという人
が多く、結局は日本の人材として私た
ちの仲間になったりしました。しかし
その後、日本の経済成長に伴って資質

に問題のある留学生が増えました。日
本でアルバイトをするのが目的だった
り、どこかに儲け話があると聞けば突
然いなくなったりするんです。しかし
最近はまた、中国人留学生の質が非常
に良くなっています。彼らの多くが一
人っ子で、裕福な家庭で十分な教育を
受け、とても大事に育てられてきたん
ですね。といっても両親は共産党員で
はありません。聞けば中国の東北地方
に大きな実家があり、フローリングの
部屋はすべて床暖房で、自分の部屋に
は自分専用のベッドが誰にも使われな
いまま置いてあるとか。実家に帰ると
両親や祖父母、親戚が揃って御馳走を
食べ、最近は生活習慣病を持つ人も多
いそうです。
　こうした中国人留学生は、日本の学
生に比べて目的意識がはっきりしてお
り、モチベーションも非常に高い。彼

らは日本で学んで資格を取り、数年働
いてから母国に戻って高給な職に就く
ことを目指しています。また彼らは、
例えばヤマダ電機やドンキホーテのよ
うな成長企業で働くことを希望してお
り、東京基準のビジネス観も持ってい
ません。日本人学生とは微妙に着眼点
が異なっているのは面白いところです。

留学経験が活かせる社会に
　企業にとっても、そうした留学経験
者を有能な人材として活用するメリッ
トは非常に大きいと思います。私は北
京大学の東アジア研究所の学術委員を
していますが、そのスポンサーである
企業の女性秘書も日本での留学経験が
あり、非常に日本語が上手く、専門知
識も豊富です。あるとき私が北京大学
で金融論の難しい話をして、北京大学
で用意した通訳がしどろもどろになっ
てしまったことがありました。そこで
彼女が通訳を買って出て、私の話を即
座に的確に伝えて一同を感心させこと
がありました。企業が国際化を果たす
には、そうした有能な人材を秘書やア
ドバイザーとして活用することが重要
であり、すでにそれを実践している企
業があることを実感しました。
　アジア・ゲートウェイ構想では、こ
うした優秀な留学生のキャリアデザイ
ンを大学や企業がいかに用意するかが
ポイントとなりました。日本から留学
生を出すにしろ、海外から受け入れる
にしろ、それが大学止まりになってい
る現状は困ったものです。これからの
日本は、日本で留学を終えた外国人が
日本の企業に就職し、母国に戻ってし
かるべきポストに就職するというキャ
リアデザインをちゃんと用意すべきだ
と思います。一方、海外へ留学する日
本人学生もそうしたことをしっかり意
識していなければなりません。海外に

出先を置く企業なら、留学先の国で就
職できるし、日本に帰ってきても受け
入れてもらえる。つまり日本でも海外
でも就職先が確保されるというメリッ
トがあります。そうしたことを、学生
もその親も意識して留学を考えるべき
だと思います。
　とはいえ現状は、多くの企業に留学
経験者のキャリアデザインがないため、
せっかく留学してMBA（経営学修
士）まで取ったのにそれに見合うポス
トが与えられなかったり正しく評価さ
れないケースが多く見られます。その
ため留学までして学んだことが全く活
かされず、留学が単に箔をつけるだけ
のものになってしまっているんです。
だから学生も親も海外留学による時間
的・経済的リスクと将来への不安を感
じて、なかなか日本を飛び出す決心が
つかない。それどころか親は留学に反
対するようになります。実際、留学す
るかどうか悩んでいる学生の顔を見る
と、親とどんな話をしているのか容易
に想像できます。
　日本が世界に通用する人材の育成や
国際化を本気で実現しようとするなら、
まずは企業が留学経験者のグローバル
スタンダードな評価基準を持ち、しか
るべきキャリアデザインを用意すべき
です。そして重要なのは、大学と企業
が連携して自らを変え、情報発信する
こと。こうして留学のリスクをなくし
ていくことで、学生のモチベーション
が上がり、語学力の向上にもつながっ
ていくでしょう。まずはそれなくして
高度な人材による世界的ネットワーク
を構築することはできません。
　また、大学も海外に分校を持つなど
して外国人留学生の受け入れを促進す
べきです。それによって日本語の普及
にもなるし、留学生にとってはわざわ
ざ日本まで来る必要がなく、学費や留

学生活などの経済的負担も軽減されま
す。このような大学の国際化について
は、現在さまざまなアイデアが出され
ていますが、もはや悠長に議論してい
る場合ではなく、実行すべき時にきて
います。

語学習得で「提案力」強化を
　外国人留学生に対抗して、日本人留
学生の実力を上げることは喫緊の課題
です。では、留学によって向上すべき
スキルというのは何でしょうか。言い
換えれば何のために語学が必要なのか
ということです。私は、それを“提案
力”だと思っています。
　海外ビジネスにおいては、提案力が
弱いために非常に損をしているケース
が多く見られます。例えば日本は中国
やヴェトナム、カンボジア、インドに
さまざまなODA（政府開発援助）を
行っていますが、日本企業が水道や下
水道、鉄道、通信などのインフラ事業
を受注した場合、そのハードが出来上
ってしまえばそれで終わって帰ってき
てしまう。つまり、日本はモノを売っ
たら売ったきりで終わってしまい、そ
の後に欧米企業が参入して何十年間も
長期に安定した運営管理のビジネスを、
しかも、“顔のみえる”事業として遂
行していくわけです。日本が作ったモ
ノで外国企業がビジネスをするなんて、
こんな悔しいことはありません。
　例えば中国で新幹線を作ったのであ
れば、運行システムや運転士教育など
もセットで提案しなくてはならないし、
水道や下水道なら、国によって水資源
や環境保全に対する考え方や習慣、規
制などが異なりますから、それ応じた
導入提案ができなくてはなりません。
技術や製品さえ良ければ黙っていても
モノが売れるというのは韓国やシンガ
ポールなどのライバルのいない時代の

こと。日本企業は技術や製品よるブラ
ンド戦略やマーケティング戦略を説明
し、受入国において予算の制約があれ
ばファイナンスの提案をし、規制があ
ればそれを乗り越えるソリューション
（問題解決）をもって世界のライバル
を制していかなくてはなりません。そ
うして国情に応じた意思疎通ができる
肝っ玉の大きな人材を育てることが重
要で、それが次代の日本の産業界を支
える力になるんです。いくら政府高官
が海外に行ってトップセールスをした
ところで、ビジネスとして長期にわた
って安定的に発展する可能性は低いで
すからね。こうした考えは、すでに日
本の商社も認めているところです。ち
なみに韓国の大手家電メーカーのサム
ソンは、海外に人材を派遣して2年間
くらい現地生活をしながら研修した上
で採用するそうです。だから言葉もマ
スターしており、現地の人の琴線に触
れる提案力が身についています。現地
の事情を慮ることなく、本社つまり東
京基準を押し付けるのでは、今後の国
際ビジネスでも苦戦を強いられるでし
ょう。だから留学生政策を推進する一
方で、社会人大学などによって社会人
も自らを再教育し、国際感覚を養うこ
とが重要だと考えています。

成長の種は大阪モデルにある
　最後に、これからの大阪に期待する
ことをお話します。日本がバブル景気
に沸いていた頃、大阪の優れた企業の
多くがこぞって東京に本社機能を移し
ました。これこそが大阪経済を停滞さ
せ、企業の国際化を阻む原因だったと
思います。そうした企業のなかには、
東京を足がかりとして世界進出を果た
そうと考えた企業も多かったでしょう。
しかし、東京が必ずしも世界と直通し
ているわけではありません。東京には

東京特有の堅苦しさがあります。中央
官庁が近くにありますから、企業は役
所の縦割りに対応した部署をつくらな
ければならなかったり、業界団体の幹
事役などが回ってくると役所以上に役
所的な仕事の仕方を強いられることも
少なくありません。東京に出たからと
いって、自由に世界に羽ばたけるもの
ではないのです。むしろ東京経由でグ
ローバル化をめざすと、大阪特有の活
力や個性を喪失してしまう危険性すら
あります。
　大阪には、日本の高度経済成長を支
えてきたと自負できるほど多くの大企
業が発祥しています。松下電器産業、
三洋電機、シャープに代表される家電
産業をはじめ、大和ハウス工業、積水
ハウスに代表される住宅産業、さらに
は製鉄産業や繊維産業などの製造業で
は顕著です。精密機械部品を製造する
中小企業や、大阪発祥の料理も多い。
エンターテイメントの分野でも、藤田
まことの『てなもんや三度笠』や藤山
寛美の『松竹新喜劇』など、大阪で生
まれたコメディーは一世を風靡しまし
た。私もそうした大阪発のコメディー
が大好きで、少年時代に、それも家族
と一緒にテレビでよく見たものです。
ところがそうしたエンターテイメント
企業は今や株式上場して“お笑い産
業”となり、東京のビジネスモデルに
追従していきました。また、黒部ダム
をもつ関西電力はかつて日本一の電力
シェアをもつ大企業でしたが、奇しく
も東日本大震災で東京電力をビジネス
モデルにした“東電化”になっている
ことがわかりました。こうして見ると、
大阪特有の活力をもった企業が、どん
どん東京化しているように思えます。
しかし、ビジネスモデルや人材教育は
有機的で多様なものですから、今後は
東京をモデルにするのではなく、大阪

モデルのなかにある発展の種を育んで
ほしいと思います。
　例えば電子材料産業や化学、薬品、
繊維産業などが多く集積している富山
県では、日本海をはさんで対岸諸国と
近接する地の利を活かして、中国や韓
国をはじめロシア極東地域をマーケッ
トとしたゲートウェイ機能を促進させ
ようとしています。このように、海外
進出や海外発信をめざす大阪の企業は、
いちいち東京を経由するのではなく、
大阪独自の良さをもって直接海外に出
て行った方が良いと思います。

Q1.　中国バブルの崩壊の可能性と影
響は？
A1.　中国のバブル景気の現状につい
ては、そろそろ崩壊の兆しが見えてき
ています。普通ならもう崩壊していて
もおかしくないのですが、政府の財源
投入で北京オリンピックや上海万博ま
で引き延ばしてきたんですね。しかし、
さすがにリーマンショックやユーロ危
機で相当苦しい状況になっています。
　中国人留学生から聞いた話では、北
京や上海はもちろん北端のハルビン市
でもバブル景気に沸き、住宅が高値で
売れていたそうです。しかし最近は、
例えば上海では中心部の地価はまだ高
いですが、周辺部の地価が下がってい
るようです。普通は中心部が下がりは
じめてから周辺部が上がるのですが、
中国では逆。中国では本当の金持ちは
中心部の土地を買って、周辺部はそれ
ほど大金持ちではない中産階級の人た
ちが買っています。周辺部とはいって

中北 徹（なかきた とおる） 氏
1951年、愛知県出身。74年、一橋大学、および、英国ケンブリッジ大学の経済学部両大
学院卒業。外務省（経済局首席事務官）を経て、82年に退官。現在、東洋大学理事兼経済
学研究科教授。この間、日本銀行国際局アドバイザー、東洋大学経済学研究科長など
を経て、2006年、安部総理官邸「アジア・ゲートウェイ戦略会議副座長」、(財)日本水道
工業連合会「首都圏水循環委員会」副座長などを歴任。09年より現職。2010年北京大学
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も関東平野より広いですが、そこでは
入居者のいないマンションが増え、土
地価格の下落が進んでいるようです。
　そしてこのバブルが崩壊したら、中
国人はどう反応するか。私の親友の中
国人は、中国人は誰もが自分の利益だ
けを考えて大騒ぎになるのではないか
と心配しています。一方、日本の経済
の専門家たちは、このバブルが崩壊し
ても中国経済はあまり大きな傷を負う
ことはないだろうとみています。中国
はまだまだ成長過程にありますから、
バブル崩壊の危機は十分に乗り越える
だろうという見方です。実際、中国で
経済成長が著しいのは沿海部にすぎず、
内陸部での労働賃金は依然として非常
に安く、人々は貧しい生活を余儀なく
されています。言い換えれば中国の内
陸部や西部には経済発展の余地が多く
残されているわけですから、バブル崩
壊といっても国全体を揺るがすような
ことにはならないのです。

Q2.　大阪の政治改革を東京都民はど
う見ていますか？
A2.　東京都民は2011年11月に行わ
れた大阪の知事・市長ダブル選挙の結
果に大きな関心を持っていました。鳩
山フィーバーによって自民党から民主
党に政権が移ったとき、東京都民はこ
れで日本の閉塞状況が変わるだろうと
いう大きな期待を持ちました。しかし、
現在に至ってもなお永田町と霞ヶ関の
やり方は本質的には変わっておらず、
民主党政治に対する失望感は深まる一
方です。もはや都民は、政治に対して
心躍らせることがなくなってしまいま
した。そうしたなか大阪に目をやると、
『大阪維新の会』ってなんだかよく分
からない（！？）けれど、大阪の政治
状況を変えようと躍起になる人たちが
いて、民意もかなりヒートアップして
いるようすが伝わってくる。東京都民
は大阪で低成長経済や円高による生産
拠点の海外移転、人口減少といった閉
塞感が長らく募っていることも分かっ
ています。大阪で知事や市長が変わっ
た結果の良し悪しは別として、これを
機に大阪の政治改革が国政にも波及し、
日本の何かを変えてくれるだろうとい
う期待を持っています。

　しかし一方で、ひょっとしたら民主
党と同じような結果になるのではない
かという危惧も拭えません。つまり、
橋下市長や松井知事が何かを変えてく
れそうだという期待感は非常に強いの
ですが、その政治目的は現状を壊すこ
とが中心であり、大阪の未来設計図が
ちゃんと用意されているのかどうかが
分からないからです。さらに、具体的
な施策を実現するための知恵袋がどれ
ほどいるかも分かりません。こうした
ことがしっかり機能すれば、府民、市
民の期待に応える政治改革が実現する
でしょう。そうして大阪から地方政治
のあり方が変わることで国政も動き、
それによって日本の閉塞感を打ち破っ
てほしいと願う東京都民も多いと思い
ます。

Q3.　東京への一極集中を解消する秘
策はあるでしょうか。
A3.　東京一極集中を避けるために、
“遷都”もひとつの方法だと思います。

私は完全に遷都するのは難しいとは思
いますが、皇室が一時的にでも京都に
お住まいを移されても良いのではない
かと思っています。ただし、誤解のな
いようはっきりと申し上げますが、私
は政治的には右翼でも左翼でもまった
くない。“ノンポリ型”です。天皇が
京都から東京にお住まいを移されたの
は、明治維新の一時的なものでした。
東京都は、東の京都だというわけです
ね。私はたまたま何度か皇居をお訪ね
する機会がこれまでにあったのですが、
大都会で極めて近代化が進んだ東京の、
それもど真ん中にあるにもかかわらず、
皇居内の自然環境は豊かで、天然の原
木、大きな蓮の花や葉がうっそうと繁
り、昼なお暗しで、まるでタイム・マ
シーンに乗ったかと錯覚するほどです。
そうしたお住まいで、しかし一歩外に出
れば雑踏だらけの東京に周囲をまるで取
り囲まれていて、そんな中、「国事行
為」の回数が激増していると聞きます。
なにかお気の毒にさえ思いました。

世界に占める日本の比重

※1   ジョセフ・ナイ
（米・Joseph Samuel Nye, Jr.：1937～）
　カーター政権下で国務次官補、クリント
ン政権下で国家情報会議議長などを歴任
した知日派の国際経済学者。国際関係に
おける相互依存論者で、スマートパワーに
よる外交戦略を提唱する。ハーバード大学
特別功労教授。

※2　孔子学院
　中国が海外の大学などの教育機関と連
携し、中国語や中国文化の普及、中国との
友好関係醸成を目的に設立した中国の公
的教育機関。日本をはじめ世界各国に出
先を置くが、欧米諸国の一部には、国内の
教壇を中国政府に提供するものとして、そ
の設置に懸念を示す声もある。

※3　尖閣諸島中国漁船衝突事件（2010
年9月7日）で中国政府は、「日本へのレア
アースの輸出差し止め」「日本人大学生の
上海万博招致の中止」「航空路線増便交
渉の中止」など複数の報復措置で対抗し
た。一方、アメリカ政府は、「尖閣諸島は日
米安全保障条約第5条の適用対象範囲内
である（クリントン国務長官／同年9月23
日）」と表明。この事件で、いざとなれば実
力行使で外交問題を収束させようとする中
国のハードパワー頼みの姿勢に対し、警戒
感が国際社会に広がった。

お話を聞き終えて
　　　　　　　　　　　　堀井良殷
　朝のNHKラジオ（第一）の『ラジ
オあさいちばん』という番組のなかに、
『ビジネス展望（月～金：6時43分
頃）』というコーナーがあり、毎回さ
まざまな方が経済や財政についてお話
をされています。中北先生もその解説
を担当されており、
私は先生の的確な問
題提起とクリアな解
説を聴いて一度で中
北ファンになりまし
た。そこで今回は、
先生から是非直にお
話をお伺いしたいと
思い、はるばる東京
から大阪21世紀協会

にお越しいただいたというわけです。
　中北先生には、日本がアジアのゲー
トウェイとなるために必要な人材育成
のあり方や東京経由でないグローバル
化、さらには中国バブルの行方や遷都
論まで、多岐にわたる貴重なご意見を
伺うことができました。この度はどう
もありがとうございました。

中北教授にズバリ
ここが聞きたい！

大 賞大 賞
公益財団法人山本能楽堂
　伝統芸能である能の伝承と普及に対する
功績は大きい。『上方伝統芸能ナイト』は100
回記念公演を成功させた。2009年の大阪・八
軒家浜での新作能『水の輪』は、同年11月にブ
ルガリア公演を行い好評であった。

特別賞特別賞

大阪ステーションシティ
　平成23年5月、「アート解放区」などのギャラリーを開廊するJR大阪三越伊勢丹や専門店が集るLUCUA、
8つの庭園など、大阪の新たな名所をオープンし、大阪・関西の魅力を発信する拠点として期待される。

ニュー
パワー賞
ニュー
パワー賞

スーパーコンピュータ『京』の開発チーム
　理研と富士通が共同開発した『京』が、平成23年6月の国際スーパーコンピューティング会議で、処理性能で
世界1位を獲得。日本の技術力の高さを世界に示すとともに、医療や防災分野での高度な運用も期待される。

尾野真千子（女優）
　大阪・岸和田出身のファッションデザイナー・小篠綾子をモデルにしたNHK連続テレビ小説『カーネーショ
ン』でヒロインを演じ、大阪のものづくり文化や温かく活気のある関西のPRに大きく貢献した。

万城目 学（作家）
　直木賞候補となった小説『プリンセス・トヨトミ』は、大阪の街や歴史を織りまぜながらコミカルに描き、
映画化されると観客動員数100万人を超える大ヒットになるなど、大阪を中心に明るい話題を提供した。

日本の文化戦略と
国際化時代の人材育成
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日本

イギリス

アメリカ

中国

インド

全世界

0

1.1

0.3

0.3

25.4

32.0

100.0

1000

2.6

0.7

0.4

22.7

27.8

100.0

1500

3.1

1.1

0.3

24.9

24.4

100.0

1820

3.0

5.2

1.8

33.0

16.1

100.0

1870

2.3

9.0

8.9

17.1

12.2

100.0

1900

2.6

9.4

15.8

11.1

8.6

100.0

1950

3.0

6.5

27.3

4.6

4.2

100.0

1960

4.4

5.4

24.3

5.2

3.9

100.0

1970

7.4

4.3

22.4

4.6

3.4

100.0

1980

7.8

3.6

21.1

5.2

3.2

100.0

1990

8.6

3.5

21.4

7.8

4.0

100.0

2000

7.3

3.3

21.8

11.8

5.2

100.0

2008

5.7

2.8

18.6

17.5

6.7

100.0

(表A) 世界のGDPに占める日本のシェア（1990年国際購買力平価換算）（単位：％）

出典　A.Maddison（HP）：Historical Statistics for the World Economy
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そ
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西
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団
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関
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し
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は
じ
ま
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臣（
当
時
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迎
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、推
進
組
織
で
あ
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関
西
元
気
文
化
圏
推
進
協
議
会
」の
設
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総
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来
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民
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垣
根
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越
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た
協
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体
制
の
も
と
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ま
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な

文
化
活
動
を
展
開
し
、関
西
文
化
圏
の
一
体
化
・
活
性
化
の
推
進
に
取
り
組

ん
で
い
る
。

平 成 2 3 年 度 受 賞 者 と 贈 呈 理 由

INAC神戸レオネッサ
　2011FIFA女子ワールドカップの日本代
表チームに主将ら7人の選手を輩出して初優
勝。同年のなでしこリーグでも初優勝。日本
女子サッカー界のみならず、東日本大震災で
甚大な被害を受けた日本国民を元気づけた。

文 弘宣氏とINAC神戸レオネッサの
マスコット“らいむちゃん”

万城目 学氏

関西元気文化圏賞主催者と受賞者

堀井　中北先生は東洋大学大学院で教
鞭を執られるかたわら、2006年から
07年にかけて、当時安倍総理官邸の
『アジア・ゲートウェイ戦略会議』の
副座長を務められました。今回はそこ
でのお話を含め、日本の文化戦略や留
学生問題、大学における人材育成や交
流、さらには大阪の将来に期待される
ことなどについてお伺いしたいと思い
ます。
中北　お招きいただきありがとうござ
います。まずは、世界における日本の経
済的比重について、『世界のGDP（国内
総生産）に占める日本のシェア（表A）』
をもとにお話させていただきます。こ
れは世界的に有名な経済学者のアンガ
ス・マディソン（1926～2010年）が
科学的根拠に基づいて計算した、過去
2000年間の日本、イギリス、アメリカ、
中国、インドのGDPの推移です。
　これによれば、明治時代に入って間
もないころの日本のGDPの世界シェ
アは2.3％でした。それが第二次世界
大戦後の1950年には3.0％、高度経済
成長期の1960年には4.4％になり、バ
ブル絶頂期の1990年には8.6％まで伸
びています。日本の土地価格でアメリ
カが二つぐらい買えるといわれていた
当時、日本のGDPは瞬間的には世界
の1割近くをシェアしていたと思われ
ます。しかしバブル崩壊以降、現在は
5.7％まで下がりました。また、イギ
リスも日本と似たり寄ったりで、産業
革命を経て19世紀の終わり頃には9％
まで上がったものの、戦後、経済の後
退によってGDPが下がり、現在は3％
を切っています。
　一方、アメリカは20世紀初頭には
産業が勃興し、戦後の1950年には
27.3％と世界で4分の1以上のシェア

を占めるに至りました。とはいえ冷戦
後は徐々に下がり、現在はアメリカと
いえども20％を切る状況です。
　さて問題は中国とインドです。2000
年という長い歴史でみると、帝国主義
列強が跋扈する19世紀初頭まで両国
のGDPは世界の20～30％をシェアし
ていましたが、アヘン戦争やセポイの
乱、東インド会社などで搾取されつづ
けた結果、第二次世界大戦後は4～5
％にまで下がってしまいました。しか
し中国は現在、市場型社会主義の国策
により17％まで回復し、アメリカと
角逐しています。こうしてみれば、中
国・インドのGDP比率が19世紀なみ
に戻ってきたというのが現在の状況と
いえます。

ハードパワーとソフトパワー
　これまでの日米中の関係は、国家体
制の観点で日米が近く中国が遠い不等
辺三角形で示すことができました。し
かし、現在の日中関係は経済面で非常
に近づいてきていることを考えれば、
今後の日米中関係は均整のとれた等辺
三角形の関係が望ましいと思います。
また、日本とアメリカの関係も、経済
を無視した安保一辺倒な考え方はもは
や時代にそぐわず、日米中間における
経済的な相互依存を深めることが非常
に重要になるでしょう。現にアメリカは
中国の経済力を無視できないところまで

きており、たとえテーブルの下で互いに
足を蹴り合っていたとしても、米中間に
おける経済的な相互依存はますます強く
なっているのです。
　こうした米中関係は、これまでハー
ドパワーとソフトパワーという言葉で
説明されてきました。ハードパワーと
は軍事力や経済力で、ソフトパワーと
はそれを支える政治力や価値観、生活
様式、文化的影響力をいいます。アメ
リカは冷戦終結（1989年）後もハー
ドパワーを重視する外交戦略をとって
いましたが、一方でジョセフ・ナイ
（※1）という国際政治学者が提唱す
るように、アメリカが持つ世界有数の
ソフトパワーを外交戦略に活用する考
えも示されていました。しかし皮肉に
も、同時多発テロ事件（2001年9月
11日）を契機に、ブッシュ政権下の
アメリカは軍事力を一層強めることに
なったのです。
　一方、中国は、かねてよりアメリカ
以上にソフトパワーの重要性に着目し
ていたと思います。その代表例に孔子
学院（※2）があります。中国は共産
党のテーゼに一見反するような名称の
機関を作ってでも、アメリカをはじめ
世界をソフトパワーで席巻しよういう
戦略に出ています。
　そして現在、オバマ政権下のアメリ
カでは、ハードパワーでもソフトパワ
ーでもない、その両方をスマートに

（賢く）組
み合わせた
“スマート
パワー”と
いう新たな
外交戦略に
シフトして
います。こ
うしてみる
と、米中関
係というの

はハードパワーの時代を経て、現在は
ソフトパワーでお互いに牽制し合う状
態にあるといえます。
　しかし私は、ソフトパワーやスマー
トパワーだけで国際競争を生き抜くこ
とには無理があると考えます。経済学
の見地で言えば、第一に必要なのはハ
ードパワーです。豊かな経済力を持つ
ことでその国のライフスタイルが世界
の人々の憧れとなり、それによってこ
そソフトパワーやスマートパワーが発
揮される。私たちがアメリカのスニー
カーやジーンズに憧れるのは、アメリ
カにハードパワーがあり豊かだからで
す。これと同様に、日本のソフトパワ
ーが世界の注目を集めるには、まずは
国が経済的に豊かであるということが
前提となります。現在、アジア諸国を
はじめ欧米でもアニメやJ-POPなどの
人気が高まっていますが、こうした文
化戦略の成功は日本の経済力に依拠し
ているといえます。
　一方、中国がこれまでためてきたソフト
パワーは、昨年の尖閣諸島中国漁船衝
突事件での中国政府の強硬な対応（ハ
ードパワーによる外交戦略を優先させた
こと）により、一瞬にしてその効力が消滅
したと思います（※3）。

高度人材ネットワーク戦略
　外務省は数年前から、アニメ大使や寿

司大使などさまざまな文化外交によって
日本文化を海外に発信し、日本に対する
世界の関心の醸成に努めています。『ア
ジア・ゲートウェイ構想』は、そうした
流れの延長で立ち上がりました。
　この構想は、経済成長が著しいアジ
ア各国の活力を取り込むことで日本の
魅力を高め、さらにその魅力を広く海
外に発信しようというものです。
2007年5月、構想を具体的な政策に
結びつけるため、内閣官房に『アジ
ア・ゲートウェイ戦略会議（議長：安
倍晋三首相）』が設置され、東京藝術
大学の宮田亮平学長や松下電器産業の
中村邦夫会長など10名がメンバーと
なりました。
　ここで議論されたのは、羽田空港の
24時間化や関西国際空港における新
路線開設などを検討する「航空自由
化」をはじめ、「構造改革特区制度」
「日本の魅力の海外発信」など10項
目におよびました。なかでも構想の柱
として重視されたのが、高度な人材に
よるアジアでのネットワークづくりで
した。日本の魅力を高め世界に発信す
るには、モノや金だけではなく、世界
で通用する“人づくり”が極めて重要
で、それなくして企業も大学も生き残
れないというものです。そこでもっと
も重視されたのが留学生問題でした。
受入シェアの確保（世界の5％程度）
や産学連携の推進、海外現地機能の強
化など、新たな留学生政策が検討され
ました。
　日本に来る留学生は、私が学生だっ
た頃、例えば中国人の留学生はほとん
どが国費でやって来たエリートでした。
とくに社会科学関係では、留学期間が
終っても本国に戻りたくないという人
が多く、結局は日本の人材として私た
ちの仲間になったりしました。しかし
その後、日本の経済成長に伴って資質

に問題のある留学生が増えました。日
本でアルバイトをするのが目的だった
り、どこかに儲け話があると聞けば突
然いなくなったりするんです。しかし
最近はまた、中国人留学生の質が非常
に良くなっています。彼らの多くが一
人っ子で、裕福な家庭で十分な教育を
受け、とても大事に育てられてきたん
ですね。といっても両親は共産党員で
はありません。聞けば中国の東北地方
に大きな実家があり、フローリングの
部屋はすべて床暖房で、自分の部屋に
は自分専用のベッドが誰にも使われな
いまま置いてあるとか。実家に帰ると
両親や祖父母、親戚が揃って御馳走を
食べ、最近は生活習慣病を持つ人も多
いそうです。
　こうした中国人留学生は、日本の学
生に比べて目的意識がはっきりしてお
り、モチベーションも非常に高い。彼

らは日本で学んで資格を取り、数年働
いてから母国に戻って高給な職に就く
ことを目指しています。また彼らは、
例えばヤマダ電機やドンキホーテのよ
うな成長企業で働くことを希望してお
り、東京基準のビジネス観も持ってい
ません。日本人学生とは微妙に着眼点
が異なっているのは面白いところです。

留学経験が活かせる社会に
　企業にとっても、そうした留学経験
者を有能な人材として活用するメリッ
トは非常に大きいと思います。私は北
京大学の東アジア研究所の学術委員を
していますが、そのスポンサーである
企業の女性秘書も日本での留学経験が
あり、非常に日本語が上手く、専門知
識も豊富です。あるとき私が北京大学
で金融論の難しい話をして、北京大学
で用意した通訳がしどろもどろになっ
てしまったことがありました。そこで
彼女が通訳を買って出て、私の話を即
座に的確に伝えて一同を感心させこと
がありました。企業が国際化を果たす
には、そうした有能な人材を秘書やア
ドバイザーとして活用することが重要
であり、すでにそれを実践している企
業があることを実感しました。
　アジア・ゲートウェイ構想では、こ
うした優秀な留学生のキャリアデザイ
ンを大学や企業がいかに用意するかが
ポイントとなりました。日本から留学
生を出すにしろ、海外から受け入れる
にしろ、それが大学止まりになってい
る現状は困ったものです。これからの
日本は、日本で留学を終えた外国人が
日本の企業に就職し、母国に戻ってし
かるべきポストに就職するというキャ
リアデザインをちゃんと用意すべきだ
と思います。一方、海外へ留学する日
本人学生もそうしたことをしっかり意
識していなければなりません。海外に

出先を置く企業なら、留学先の国で就
職できるし、日本に帰ってきても受け
入れてもらえる。つまり日本でも海外
でも就職先が確保されるというメリッ
トがあります。そうしたことを、学生
もその親も意識して留学を考えるべき
だと思います。
　とはいえ現状は、多くの企業に留学
経験者のキャリアデザインがないため、
せっかく留学してMBA（経営学修
士）まで取ったのにそれに見合うポス
トが与えられなかったり正しく評価さ
れないケースが多く見られます。その
ため留学までして学んだことが全く活
かされず、留学が単に箔をつけるだけ
のものになってしまっているんです。
だから学生も親も海外留学による時間
的・経済的リスクと将来への不安を感
じて、なかなか日本を飛び出す決心が
つかない。それどころか親は留学に反
対するようになります。実際、留学す
るかどうか悩んでいる学生の顔を見る
と、親とどんな話をしているのか容易
に想像できます。
　日本が世界に通用する人材の育成や
国際化を本気で実現しようとするなら、
まずは企業が留学経験者のグローバル
スタンダードな評価基準を持ち、しか
るべきキャリアデザインを用意すべき
です。そして重要なのは、大学と企業
が連携して自らを変え、情報発信する
こと。こうして留学のリスクをなくし
ていくことで、学生のモチベーション
が上がり、語学力の向上にもつながっ
ていくでしょう。まずはそれなくして
高度な人材による世界的ネットワーク
を構築することはできません。
　また、大学も海外に分校を持つなど
して外国人留学生の受け入れを促進す
べきです。それによって日本語の普及
にもなるし、留学生にとってはわざわ
ざ日本まで来る必要がなく、学費や留

学生活などの経済的負担も軽減されま
す。このような大学の国際化について
は、現在さまざまなアイデアが出され
ていますが、もはや悠長に議論してい
る場合ではなく、実行すべき時にきて
います。

語学習得で「提案力」強化を
　外国人留学生に対抗して、日本人留
学生の実力を上げることは喫緊の課題
です。では、留学によって向上すべき
スキルというのは何でしょうか。言い
換えれば何のために語学が必要なのか
ということです。私は、それを“提案
力”だと思っています。
　海外ビジネスにおいては、提案力が
弱いために非常に損をしているケース
が多く見られます。例えば日本は中国
やヴェトナム、カンボジア、インドに
さまざまなODA（政府開発援助）を
行っていますが、日本企業が水道や下
水道、鉄道、通信などのインフラ事業
を受注した場合、そのハードが出来上
ってしまえばそれで終わって帰ってき
てしまう。つまり、日本はモノを売っ
たら売ったきりで終わってしまい、そ
の後に欧米企業が参入して何十年間も
長期に安定した運営管理のビジネスを、
しかも、“顔のみえる”事業として遂
行していくわけです。日本が作ったモ
ノで外国企業がビジネスをするなんて、
こんな悔しいことはありません。
　例えば中国で新幹線を作ったのであ
れば、運行システムや運転士教育など
もセットで提案しなくてはならないし、
水道や下水道なら、国によって水資源
や環境保全に対する考え方や習慣、規
制などが異なりますから、それ応じた
導入提案ができなくてはなりません。
技術や製品さえ良ければ黙っていても
モノが売れるというのは韓国やシンガ
ポールなどのライバルのいない時代の

こと。日本企業は技術や製品よるブラ
ンド戦略やマーケティング戦略を説明
し、受入国において予算の制約があれ
ばファイナンスの提案をし、規制があ
ればそれを乗り越えるソリューション
（問題解決）をもって世界のライバル
を制していかなくてはなりません。そ
うして国情に応じた意思疎通ができる
肝っ玉の大きな人材を育てることが重
要で、それが次代の日本の産業界を支
える力になるんです。いくら政府高官
が海外に行ってトップセールスをした
ところで、ビジネスとして長期にわた
って安定的に発展する可能性は低いで
すからね。こうした考えは、すでに日
本の商社も認めているところです。ち
なみに韓国の大手家電メーカーのサム
ソンは、海外に人材を派遣して2年間
くらい現地生活をしながら研修した上
で採用するそうです。だから言葉もマ
スターしており、現地の人の琴線に触
れる提案力が身についています。現地
の事情を慮ることなく、本社つまり東
京基準を押し付けるのでは、今後の国
際ビジネスでも苦戦を強いられるでし
ょう。だから留学生政策を推進する一
方で、社会人大学などによって社会人
も自らを再教育し、国際感覚を養うこ
とが重要だと考えています。

成長の種は大阪モデルにある
　最後に、これからの大阪に期待する
ことをお話します。日本がバブル景気
に沸いていた頃、大阪の優れた企業の
多くがこぞって東京に本社機能を移し
ました。これこそが大阪経済を停滞さ
せ、企業の国際化を阻む原因だったと
思います。そうした企業のなかには、
東京を足がかりとして世界進出を果た
そうと考えた企業も多かったでしょう。
しかし、東京が必ずしも世界と直通し
ているわけではありません。東京には

東京特有の堅苦しさがあります。中央
官庁が近くにありますから、企業は役
所の縦割りに対応した部署をつくらな
ければならなかったり、業界団体の幹
事役などが回ってくると役所以上に役
所的な仕事の仕方を強いられることも
少なくありません。東京に出たからと
いって、自由に世界に羽ばたけるもの
ではないのです。むしろ東京経由でグ
ローバル化をめざすと、大阪特有の活
力や個性を喪失してしまう危険性すら
あります。
　大阪には、日本の高度経済成長を支
えてきたと自負できるほど多くの大企
業が発祥しています。松下電器産業、
三洋電機、シャープに代表される家電
産業をはじめ、大和ハウス工業、積水
ハウスに代表される住宅産業、さらに
は製鉄産業や繊維産業などの製造業で
は顕著です。精密機械部品を製造する
中小企業や、大阪発祥の料理も多い。
エンターテイメントの分野でも、藤田
まことの『てなもんや三度笠』や藤山
寛美の『松竹新喜劇』など、大阪で生
まれたコメディーは一世を風靡しまし
た。私もそうした大阪発のコメディー
が大好きで、少年時代に、それも家族
と一緒にテレビでよく見たものです。
ところがそうしたエンターテイメント
企業は今や株式上場して“お笑い産
業”となり、東京のビジネスモデルに
追従していきました。また、黒部ダム
をもつ関西電力はかつて日本一の電力
シェアをもつ大企業でしたが、奇しく
も東日本大震災で東京電力をビジネス
モデルにした“東電化”になっている
ことがわかりました。こうして見ると、
大阪特有の活力をもった企業が、どん
どん東京化しているように思えます。
しかし、ビジネスモデルや人材教育は
有機的で多様なものですから、今後は
東京をモデルにするのではなく、大阪

モデルのなかにある発展の種を育んで
ほしいと思います。
　例えば電子材料産業や化学、薬品、
繊維産業などが多く集積している富山
県では、日本海をはさんで対岸諸国と
近接する地の利を活かして、中国や韓
国をはじめロシア極東地域をマーケッ
トとしたゲートウェイ機能を促進させ
ようとしています。このように、海外
進出や海外発信をめざす大阪の企業は、
いちいち東京を経由するのではなく、
大阪独自の良さをもって直接海外に出
て行った方が良いと思います。

Q1.　中国バブルの崩壊の可能性と影
響は？
A1.　中国のバブル景気の現状につい
ては、そろそろ崩壊の兆しが見えてき
ています。普通ならもう崩壊していて
もおかしくないのですが、政府の財源
投入で北京オリンピックや上海万博ま
で引き延ばしてきたんですね。しかし、
さすがにリーマンショックやユーロ危
機で相当苦しい状況になっています。
　中国人留学生から聞いた話では、北
京や上海はもちろん北端のハルビン市
でもバブル景気に沸き、住宅が高値で
売れていたそうです。しかし最近は、
例えば上海では中心部の地価はまだ高
いですが、周辺部の地価が下がってい
るようです。普通は中心部が下がりは
じめてから周辺部が上がるのですが、
中国では逆。中国では本当の金持ちは
中心部の土地を買って、周辺部はそれ
ほど大金持ちではない中産階級の人た
ちが買っています。周辺部とはいって
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も関東平野より広いですが、そこでは
入居者のいないマンションが増え、土
地価格の下落が進んでいるようです。
　そしてこのバブルが崩壊したら、中
国人はどう反応するか。私の親友の中
国人は、中国人は誰もが自分の利益だ
けを考えて大騒ぎになるのではないか
と心配しています。一方、日本の経済
の専門家たちは、このバブルが崩壊し
ても中国経済はあまり大きな傷を負う
ことはないだろうとみています。中国
はまだまだ成長過程にありますから、
バブル崩壊の危機は十分に乗り越える
だろうという見方です。実際、中国で
経済成長が著しいのは沿海部にすぎず、
内陸部での労働賃金は依然として非常
に安く、人々は貧しい生活を余儀なく
されています。言い換えれば中国の内
陸部や西部には経済発展の余地が多く
残されているわけですから、バブル崩
壊といっても国全体を揺るがすような
ことにはならないのです。

Q2.　大阪の政治改革を東京都民はど
う見ていますか？
A2.　東京都民は2011年11月に行わ
れた大阪の知事・市長ダブル選挙の結
果に大きな関心を持っていました。鳩
山フィーバーによって自民党から民主
党に政権が移ったとき、東京都民はこ
れで日本の閉塞状況が変わるだろうと
いう大きな期待を持ちました。しかし、
現在に至ってもなお永田町と霞ヶ関の
やり方は本質的には変わっておらず、
民主党政治に対する失望感は深まる一
方です。もはや都民は、政治に対して
心躍らせることがなくなってしまいま
した。そうしたなか大阪に目をやると、
『大阪維新の会』ってなんだかよく分
からない（！？）けれど、大阪の政治
状況を変えようと躍起になる人たちが
いて、民意もかなりヒートアップして
いるようすが伝わってくる。東京都民
は大阪で低成長経済や円高による生産
拠点の海外移転、人口減少といった閉
塞感が長らく募っていることも分かっ
ています。大阪で知事や市長が変わっ
た結果の良し悪しは別として、これを
機に大阪の政治改革が国政にも波及し、
日本の何かを変えてくれるだろうとい
う期待を持っています。

　しかし一方で、ひょっとしたら民主
党と同じような結果になるのではない
かという危惧も拭えません。つまり、
橋下市長や松井知事が何かを変えてく
れそうだという期待感は非常に強いの
ですが、その政治目的は現状を壊すこ
とが中心であり、大阪の未来設計図が
ちゃんと用意されているのかどうかが
分からないからです。さらに、具体的
な施策を実現するための知恵袋がどれ
ほどいるかも分かりません。こうした
ことがしっかり機能すれば、府民、市
民の期待に応える政治改革が実現する
でしょう。そうして大阪から地方政治
のあり方が変わることで国政も動き、
それによって日本の閉塞感を打ち破っ
てほしいと願う東京都民も多いと思い
ます。

Q3.　東京への一極集中を解消する秘
策はあるでしょうか。
A3.　東京一極集中を避けるために、
“遷都”もひとつの方法だと思います。

私は完全に遷都するのは難しいとは思
いますが、皇室が一時的にでも京都に
お住まいを移されても良いのではない
かと思っています。ただし、誤解のな
いようはっきりと申し上げますが、私
は政治的には右翼でも左翼でもまった
くない。“ノンポリ型”です。天皇が
京都から東京にお住まいを移されたの
は、明治維新の一時的なものでした。
東京都は、東の京都だというわけです
ね。私はたまたま何度か皇居をお訪ね
する機会がこれまでにあったのですが、
大都会で極めて近代化が進んだ東京の、
それもど真ん中にあるにもかかわらず、
皇居内の自然環境は豊かで、天然の原
木、大きな蓮の花や葉がうっそうと繁
り、昼なお暗しで、まるでタイム・マ
シーンに乗ったかと錯覚するほどです。
そうしたお住まいで、しかし一歩外に出
れば雑踏だらけの東京に周囲をまるで取
り囲まれていて、そんな中、「国事行
為」の回数が激増していると聞きます。
なにかお気の毒にさえ思いました。

世界に占める日本の比重

※1   ジョセフ・ナイ
（米・Joseph Samuel Nye, Jr.：1937～）
　カーター政権下で国務次官補、クリント
ン政権下で国家情報会議議長などを歴任
した知日派の国際経済学者。国際関係に
おける相互依存論者で、スマートパワーに
よる外交戦略を提唱する。ハーバード大学
特別功労教授。

※2　孔子学院
　中国が海外の大学などの教育機関と連
携し、中国語や中国文化の普及、中国との
友好関係醸成を目的に設立した中国の公
的教育機関。日本をはじめ世界各国に出
先を置くが、欧米諸国の一部には、国内の
教壇を中国政府に提供するものとして、そ
の設置に懸念を示す声もある。

※3　尖閣諸島中国漁船衝突事件（2010
年9月7日）で中国政府は、「日本へのレア
アースの輸出差し止め」「日本人大学生の
上海万博招致の中止」「航空路線増便交
渉の中止」など複数の報復措置で対抗し
た。一方、アメリカ政府は、「尖閣諸島は日
米安全保障条約第5条の適用対象範囲内
である（クリントン国務長官／同年9月23
日）」と表明。この事件で、いざとなれば実
力行使で外交問題を収束させようとする中
国のハードパワー頼みの姿勢に対し、警戒
感が国際社会に広がった。

お話を聞き終えて
　　　　　　　　　　　　堀井良殷
　朝のNHKラジオ（第一）の『ラジ
オあさいちばん』という番組のなかに、
『ビジネス展望（月～金：6時43分
頃）』というコーナーがあり、毎回さ
まざまな方が経済や財政についてお話
をされています。中北先生もその解説
を担当されており、
私は先生の的確な問
題提起とクリアな解
説を聴いて一度で中
北ファンになりまし
た。そこで今回は、
先生から是非直にお
話をお伺いしたいと
思い、はるばる東京
から大阪21世紀協会

にお越しいただいたというわけです。
　中北先生には、日本がアジアのゲー
トウェイとなるために必要な人材育成
のあり方や東京経由でないグローバル
化、さらには中国バブルの行方や遷都
論まで、多岐にわたる貴重なご意見を
伺うことができました。この度はどう
もありがとうございました。

中北教授にズバリ
ここが聞きたい！

大 賞大 賞
公益財団法人山本能楽堂
　伝統芸能である能の伝承と普及に対する
功績は大きい。『上方伝統芸能ナイト』は100
回記念公演を成功させた。2009年の大阪・八
軒家浜での新作能『水の輪』は、同年11月にブ
ルガリア公演を行い好評であった。

特別賞特別賞

大阪ステーションシティ
　平成23年5月、「アート解放区」などのギャラリーを開廊するJR大阪三越伊勢丹や専門店が集るLUCUA、
8つの庭園など、大阪の新たな名所をオープンし、大阪・関西の魅力を発信する拠点として期待される。

ニュー
パワー賞
ニュー
パワー賞

スーパーコンピュータ『京』の開発チーム
　理研と富士通が共同開発した『京』が、平成23年6月の国際スーパーコンピューティング会議で、処理性能で
世界1位を獲得。日本の技術力の高さを世界に示すとともに、医療や防災分野での高度な運用も期待される。

尾野真千子（女優）
　大阪・岸和田出身のファッションデザイナー・小篠綾子をモデルにしたNHK連続テレビ小説『カーネーショ
ン』でヒロインを演じ、大阪のものづくり文化や温かく活気のある関西のPRに大きく貢献した。

万城目 学（作家）
　直木賞候補となった小説『プリンセス・トヨトミ』は、大阪の街や歴史を織りまぜながらコミカルに描き、
映画化されると観客動員数100万人を超える大ヒットになるなど、大阪を中心に明るい話題を提供した。
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西暦

日本

イギリス

アメリカ

中国

インド

全世界

0

1.1

0.3

0.3

25.4

32.0

100.0

1000

2.6

0.7

0.4

22.7

27.8

100.0

1500

3.1

1.1

0.3

24.9

24.4

100.0

1820

3.0

5.2

1.8

33.0

16.1

100.0

1870

2.3

9.0

8.9

17.1

12.2

100.0

1900

2.6

9.4

15.8

11.1

8.6

100.0

1950

3.0

6.5

27.3

4.6

4.2

100.0

1960

4.4

5.4

24.3

5.2

3.9

100.0

1970

7.4

4.3

22.4

4.6

3.4

100.0

1980

7.8

3.6

21.1

5.2

3.2

100.0

1990

8.6

3.5

21.4

7.8

4.0

100.0

2000

7.3

3.3

21.8

11.8

5.2

100.0

2008

5.7

2.8

18.6

17.5

6.7

100.0

(表A) 世界のGDPに占める日本のシェア（1990年国際購買力平価換算）（単位：％）

出典　A.Maddison（HP）：Historical Statistics for the World Economy
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関
西
元
気
文
化
圏
推
進
協
議
会（
自
治
体
、経
済
界
な
ど
1
0
7
団
体
）は

1
月
23
日
、『
平
成
23
年
関
西
元
気
文
化
圏
賞
』の
大
賞
に
、な
で
し
こ
リ
ー

グ
所
属
の
女
子
サ
ッ
カ
ー
ク
ラ
ブ『
I
N
A
C（
ア
イ
ナ
ッ
ク
）神
戸
レ
オ
ネ

ッ
サ（
神
戸
市
）』を
選
び
表
彰
し
た
。ま
た
、特
別
賞
は
山
本
能
楽
堂
、ニ
ュ

ー
パ
ワ
ー
賞
は
作
家
の
万
城
目
学
さ
ん
ら
に
贈
ら
れ
た
。

　
同
賞
は
、そ
の
年
に
文
化
を
通
し
て
関
西
か
ら
日
本
を
明
る
く
元
気
に

し
た
人
や
団
体
に
感
謝
す
る
と
と
も
に
、一
層
の
活
躍
へ
の
期
待
を
こ
め

て
平
成
15
年
度
か
ら
毎
年
贈
ら
れ
て
い
る
。シ
ェ
ラ
ト
ン
都
ホ
テ
ル
大
阪

で
行
わ
れ
た
今
回
の
賞
贈
呈
式
は
文
化
庁
芸
術
祭（
関
西
地
区
）と
合
同
で

開
催
さ
れ
、近
藤
誠
一
文
化
庁
長
官
ら
が
列
席
の
も
と
、森
詳
介
関
西
元
気

文
化
圏
推
進
協
議
会
会
長（
関
西
地
域
振
興
財
団
会
長
）か
ら
各
賞
の
受
賞

者
に
賞
状
と
記
念
盾
が
贈
ら
れ
た
。そ
の
後
の
祝
賀
会
で
株
式
会
社
ア
イ

ナ
ッ
ク
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
代
表
取
締
役
会
長
兼
C
E
O
の
文 

弘
宣
氏

は
、「
ク
ラ
ブ
設
立
10
周
年（
平
成
23
年
）と
い
う
記
念
す
べ
き
年
に
、選
手
た

ち
の
こ
れ
ま
で
の
努
力
に
ふ
さ
わ
し
い
結
果
が
出
せ
た
。と
く
に
関
西
圏

か
ら
の
リ
ー
グ
優
勝

は
久
し
振
り
で
、関

西
と
り
わ
け
神
戸
の

方
々
に
は
非
常
に
喜

ん
で
い
た
だ
い
た
。

今
年
は
関
西
か
ら
オ

リ
ン
ピ
ッ
ク
選
手
が

出
せ
る
よ
う
頑
張
っ
て
い
き
た
い
」と
、所
属
す
る
澤
選
手
ら
の

健
闘
を
讃
え
た
。ま
た
、万
城
目
氏
は「
大
阪
の
長
い
歴
史
の
な

か
で
、あ
ま
り
語
ら
れ
る
こ
と
が
な
か
っ
た
時
代
の
小
説
も
書

い
て
、関
西
の
文
化
に
貢
献
し
て
い
き
た
い
」と
、今
後
の
抱
負

を
語
っ
た
。

　
関
西
元
気
文
化
圏
は
、平
成
15
年
3
月
発
足
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
。当
時
文
化
庁
長
官
だ
っ
た
河
合
隼
雄
氏
が
、東
京
一
極
集
中

を
是
正
す
る
た
め
文
化
を
多
極
化
さ
せ
地
域
の
文
化
を
掘
り

起
こ
そ
う
と
呼
び
か
け
、関
西
の
各
府
県
や
経
済
団
体
、報
道
機
関
な
ど
が

賛
同
し
て
は
じ
ま
っ
た
。同
年
8
月
に
は
小
泉
純
一
郎
総
理
大
臣（
当
時
）を

迎
え
、推
進
組
織
で
あ
る「
関
西
元
気
文
化
圏
推
進
協
議
会
」の
設
立
総
会
が

行
わ
れ
た
。以
来
、官
民
の
垣
根
を
越
え
た
協
力
体
制
の
も
と
さ
ま
ざ
ま
な

文
化
活
動
を
展
開
し
、関
西
文
化
圏
の
一
体
化
・
活
性
化
の
推
進
に
取
り
組

ん
で
い
る
。

平 成 2 3 年 度 受 賞 者 と 贈 呈 理 由

INAC神戸レオネッサ
　2011FIFA女子ワールドカップの日本代
表チームに主将ら7人の選手を輩出して初優
勝。同年のなでしこリーグでも初優勝。日本
女子サッカー界のみならず、東日本大震災で
甚大な被害を受けた日本国民を元気づけた。

文 弘宣氏とINAC神戸レオネッサの
マスコット“らいむちゃん”

万城目 学氏

関西元気文化圏賞主催者と受賞者

堀井　中北先生は東洋大学大学院で教
鞭を執られるかたわら、2006年から
07年にかけて、当時安倍総理官邸の
『アジア・ゲートウェイ戦略会議』の
副座長を務められました。今回はそこ
でのお話を含め、日本の文化戦略や留
学生問題、大学における人材育成や交
流、さらには大阪の将来に期待される
ことなどについてお伺いしたいと思い
ます。
中北　お招きいただきありがとうござ
います。まずは、世界における日本の経
済的比重について、『世界のGDP（国内
総生産）に占める日本のシェア（表A）』
をもとにお話させていただきます。こ
れは世界的に有名な経済学者のアンガ
ス・マディソン（1926～2010年）が
科学的根拠に基づいて計算した、過去
2000年間の日本、イギリス、アメリカ、
中国、インドのGDPの推移です。
　これによれば、明治時代に入って間
もないころの日本のGDPの世界シェ
アは2.3％でした。それが第二次世界
大戦後の1950年には3.0％、高度経済
成長期の1960年には4.4％になり、バ
ブル絶頂期の1990年には8.6％まで伸
びています。日本の土地価格でアメリ
カが二つぐらい買えるといわれていた
当時、日本のGDPは瞬間的には世界
の1割近くをシェアしていたと思われ
ます。しかしバブル崩壊以降、現在は
5.7％まで下がりました。また、イギ
リスも日本と似たり寄ったりで、産業
革命を経て19世紀の終わり頃には9％
まで上がったものの、戦後、経済の後
退によってGDPが下がり、現在は3％
を切っています。
　一方、アメリカは20世紀初頭には
産業が勃興し、戦後の1950年には
27.3％と世界で4分の1以上のシェア

を占めるに至りました。とはいえ冷戦
後は徐々に下がり、現在はアメリカと
いえども20％を切る状況です。
　さて問題は中国とインドです。2000
年という長い歴史でみると、帝国主義
列強が跋扈する19世紀初頭まで両国
のGDPは世界の20～30％をシェアし
ていましたが、アヘン戦争やセポイの
乱、東インド会社などで搾取されつづ
けた結果、第二次世界大戦後は4～5
％にまで下がってしまいました。しか
し中国は現在、市場型社会主義の国策
により17％まで回復し、アメリカと
角逐しています。こうしてみれば、中
国・インドのGDP比率が19世紀なみ
に戻ってきたというのが現在の状況と
いえます。

ハードパワーとソフトパワー
　これまでの日米中の関係は、国家体
制の観点で日米が近く中国が遠い不等
辺三角形で示すことができました。し
かし、現在の日中関係は経済面で非常
に近づいてきていることを考えれば、
今後の日米中関係は均整のとれた等辺
三角形の関係が望ましいと思います。
また、日本とアメリカの関係も、経済
を無視した安保一辺倒な考え方はもは
や時代にそぐわず、日米中間における
経済的な相互依存を深めることが非常
に重要になるでしょう。現にアメリカは
中国の経済力を無視できないところまで

きており、たとえテーブルの下で互いに
足を蹴り合っていたとしても、米中間に
おける経済的な相互依存はますます強く
なっているのです。
　こうした米中関係は、これまでハー
ドパワーとソフトパワーという言葉で
説明されてきました。ハードパワーと
は軍事力や経済力で、ソフトパワーと
はそれを支える政治力や価値観、生活
様式、文化的影響力をいいます。アメ
リカは冷戦終結（1989年）後もハー
ドパワーを重視する外交戦略をとって
いましたが、一方でジョセフ・ナイ
（※1）という国際政治学者が提唱す
るように、アメリカが持つ世界有数の
ソフトパワーを外交戦略に活用する考
えも示されていました。しかし皮肉に
も、同時多発テロ事件（2001年9月
11日）を契機に、ブッシュ政権下の
アメリカは軍事力を一層強めることに
なったのです。
　一方、中国は、かねてよりアメリカ
以上にソフトパワーの重要性に着目し
ていたと思います。その代表例に孔子
学院（※2）があります。中国は共産
党のテーゼに一見反するような名称の
機関を作ってでも、アメリカをはじめ
世界をソフトパワーで席巻しよういう
戦略に出ています。
　そして現在、オバマ政権下のアメリ
カでは、ハードパワーでもソフトパワ
ーでもない、その両方をスマートに

（賢く）組
み合わせた
“スマート
パワー”と
いう新たな
外交戦略に
シフトして
います。こ
うしてみる
と、米中関
係というの

はハードパワーの時代を経て、現在は
ソフトパワーでお互いに牽制し合う状
態にあるといえます。
　しかし私は、ソフトパワーやスマー
トパワーだけで国際競争を生き抜くこ
とには無理があると考えます。経済学
の見地で言えば、第一に必要なのはハ
ードパワーです。豊かな経済力を持つ
ことでその国のライフスタイルが世界
の人々の憧れとなり、それによってこ
そソフトパワーやスマートパワーが発
揮される。私たちがアメリカのスニー
カーやジーンズに憧れるのは、アメリ
カにハードパワーがあり豊かだからで
す。これと同様に、日本のソフトパワ
ーが世界の注目を集めるには、まずは
国が経済的に豊かであるということが
前提となります。現在、アジア諸国を
はじめ欧米でもアニメやJ-POPなどの
人気が高まっていますが、こうした文
化戦略の成功は日本の経済力に依拠し
ているといえます。
　一方、中国がこれまでためてきたソフト
パワーは、昨年の尖閣諸島中国漁船衝
突事件での中国政府の強硬な対応（ハ
ードパワーによる外交戦略を優先させた
こと）により、一瞬にしてその効力が消滅
したと思います（※3）。

高度人材ネットワーク戦略
　外務省は数年前から、アニメ大使や寿

司大使などさまざまな文化外交によって
日本文化を海外に発信し、日本に対する
世界の関心の醸成に努めています。『ア
ジア・ゲートウェイ構想』は、そうした
流れの延長で立ち上がりました。
　この構想は、経済成長が著しいアジ
ア各国の活力を取り込むことで日本の
魅力を高め、さらにその魅力を広く海
外に発信しようというものです。
2007年5月、構想を具体的な政策に
結びつけるため、内閣官房に『アジ
ア・ゲートウェイ戦略会議（議長：安
倍晋三首相）』が設置され、東京藝術
大学の宮田亮平学長や松下電器産業の
中村邦夫会長など10名がメンバーと
なりました。
　ここで議論されたのは、羽田空港の
24時間化や関西国際空港における新
路線開設などを検討する「航空自由
化」をはじめ、「構造改革特区制度」
「日本の魅力の海外発信」など10項
目におよびました。なかでも構想の柱
として重視されたのが、高度な人材に
よるアジアでのネットワークづくりで
した。日本の魅力を高め世界に発信す
るには、モノや金だけではなく、世界
で通用する“人づくり”が極めて重要
で、それなくして企業も大学も生き残
れないというものです。そこでもっと
も重視されたのが留学生問題でした。
受入シェアの確保（世界の5％程度）
や産学連携の推進、海外現地機能の強
化など、新たな留学生政策が検討され
ました。
　日本に来る留学生は、私が学生だっ
た頃、例えば中国人の留学生はほとん
どが国費でやって来たエリートでした。
とくに社会科学関係では、留学期間が
終っても本国に戻りたくないという人
が多く、結局は日本の人材として私た
ちの仲間になったりしました。しかし
その後、日本の経済成長に伴って資質

に問題のある留学生が増えました。日
本でアルバイトをするのが目的だった
り、どこかに儲け話があると聞けば突
然いなくなったりするんです。しかし
最近はまた、中国人留学生の質が非常
に良くなっています。彼らの多くが一
人っ子で、裕福な家庭で十分な教育を
受け、とても大事に育てられてきたん
ですね。といっても両親は共産党員で
はありません。聞けば中国の東北地方
に大きな実家があり、フローリングの
部屋はすべて床暖房で、自分の部屋に
は自分専用のベッドが誰にも使われな
いまま置いてあるとか。実家に帰ると
両親や祖父母、親戚が揃って御馳走を
食べ、最近は生活習慣病を持つ人も多
いそうです。
　こうした中国人留学生は、日本の学
生に比べて目的意識がはっきりしてお
り、モチベーションも非常に高い。彼

らは日本で学んで資格を取り、数年働
いてから母国に戻って高給な職に就く
ことを目指しています。また彼らは、
例えばヤマダ電機やドンキホーテのよ
うな成長企業で働くことを希望してお
り、東京基準のビジネス観も持ってい
ません。日本人学生とは微妙に着眼点
が異なっているのは面白いところです。

留学経験が活かせる社会に
　企業にとっても、そうした留学経験
者を有能な人材として活用するメリッ
トは非常に大きいと思います。私は北
京大学の東アジア研究所の学術委員を
していますが、そのスポンサーである
企業の女性秘書も日本での留学経験が
あり、非常に日本語が上手く、専門知
識も豊富です。あるとき私が北京大学
で金融論の難しい話をして、北京大学
で用意した通訳がしどろもどろになっ
てしまったことがありました。そこで
彼女が通訳を買って出て、私の話を即
座に的確に伝えて一同を感心させこと
がありました。企業が国際化を果たす
には、そうした有能な人材を秘書やア
ドバイザーとして活用することが重要
であり、すでにそれを実践している企
業があることを実感しました。
　アジア・ゲートウェイ構想では、こ
うした優秀な留学生のキャリアデザイ
ンを大学や企業がいかに用意するかが
ポイントとなりました。日本から留学
生を出すにしろ、海外から受け入れる
にしろ、それが大学止まりになってい
る現状は困ったものです。これからの
日本は、日本で留学を終えた外国人が
日本の企業に就職し、母国に戻ってし
かるべきポストに就職するというキャ
リアデザインをちゃんと用意すべきだ
と思います。一方、海外へ留学する日
本人学生もそうしたことをしっかり意
識していなければなりません。海外に

出先を置く企業なら、留学先の国で就
職できるし、日本に帰ってきても受け
入れてもらえる。つまり日本でも海外
でも就職先が確保されるというメリッ
トがあります。そうしたことを、学生
もその親も意識して留学を考えるべき
だと思います。
　とはいえ現状は、多くの企業に留学
経験者のキャリアデザインがないため、
せっかく留学してMBA（経営学修
士）まで取ったのにそれに見合うポス
トが与えられなかったり正しく評価さ
れないケースが多く見られます。その
ため留学までして学んだことが全く活
かされず、留学が単に箔をつけるだけ
のものになってしまっているんです。
だから学生も親も海外留学による時間
的・経済的リスクと将来への不安を感
じて、なかなか日本を飛び出す決心が
つかない。それどころか親は留学に反
対するようになります。実際、留学す
るかどうか悩んでいる学生の顔を見る
と、親とどんな話をしているのか容易
に想像できます。
　日本が世界に通用する人材の育成や
国際化を本気で実現しようとするなら、
まずは企業が留学経験者のグローバル
スタンダードな評価基準を持ち、しか
るべきキャリアデザインを用意すべき
です。そして重要なのは、大学と企業
が連携して自らを変え、情報発信する
こと。こうして留学のリスクをなくし
ていくことで、学生のモチベーション
が上がり、語学力の向上にもつながっ
ていくでしょう。まずはそれなくして
高度な人材による世界的ネットワーク
を構築することはできません。
　また、大学も海外に分校を持つなど
して外国人留学生の受け入れを促進す
べきです。それによって日本語の普及
にもなるし、留学生にとってはわざわ
ざ日本まで来る必要がなく、学費や留

学生活などの経済的負担も軽減されま
す。このような大学の国際化について
は、現在さまざまなアイデアが出され
ていますが、もはや悠長に議論してい
る場合ではなく、実行すべき時にきて
います。

語学習得で「提案力」強化を
　外国人留学生に対抗して、日本人留
学生の実力を上げることは喫緊の課題
です。では、留学によって向上すべき
スキルというのは何でしょうか。言い
換えれば何のために語学が必要なのか
ということです。私は、それを“提案
力”だと思っています。
　海外ビジネスにおいては、提案力が
弱いために非常に損をしているケース
が多く見られます。例えば日本は中国
やヴェトナム、カンボジア、インドに
さまざまなODA（政府開発援助）を
行っていますが、日本企業が水道や下
水道、鉄道、通信などのインフラ事業
を受注した場合、そのハードが出来上
ってしまえばそれで終わって帰ってき
てしまう。つまり、日本はモノを売っ
たら売ったきりで終わってしまい、そ
の後に欧米企業が参入して何十年間も
長期に安定した運営管理のビジネスを、
しかも、“顔のみえる”事業として遂
行していくわけです。日本が作ったモ
ノで外国企業がビジネスをするなんて、
こんな悔しいことはありません。
　例えば中国で新幹線を作ったのであ
れば、運行システムや運転士教育など
もセットで提案しなくてはならないし、
水道や下水道なら、国によって水資源
や環境保全に対する考え方や習慣、規
制などが異なりますから、それ応じた
導入提案ができなくてはなりません。
技術や製品さえ良ければ黙っていても
モノが売れるというのは韓国やシンガ
ポールなどのライバルのいない時代の

こと。日本企業は技術や製品よるブラ
ンド戦略やマーケティング戦略を説明
し、受入国において予算の制約があれ
ばファイナンスの提案をし、規制があ
ればそれを乗り越えるソリューション
（問題解決）をもって世界のライバル
を制していかなくてはなりません。そ
うして国情に応じた意思疎通ができる
肝っ玉の大きな人材を育てることが重
要で、それが次代の日本の産業界を支
える力になるんです。いくら政府高官
が海外に行ってトップセールスをした
ところで、ビジネスとして長期にわた
って安定的に発展する可能性は低いで
すからね。こうした考えは、すでに日
本の商社も認めているところです。ち
なみに韓国の大手家電メーカーのサム
ソンは、海外に人材を派遣して2年間
くらい現地生活をしながら研修した上
で採用するそうです。だから言葉もマ
スターしており、現地の人の琴線に触
れる提案力が身についています。現地
の事情を慮ることなく、本社つまり東
京基準を押し付けるのでは、今後の国
際ビジネスでも苦戦を強いられるでし
ょう。だから留学生政策を推進する一
方で、社会人大学などによって社会人
も自らを再教育し、国際感覚を養うこ
とが重要だと考えています。

成長の種は大阪モデルにある
　最後に、これからの大阪に期待する
ことをお話します。日本がバブル景気
に沸いていた頃、大阪の優れた企業の
多くがこぞって東京に本社機能を移し
ました。これこそが大阪経済を停滞さ
せ、企業の国際化を阻む原因だったと
思います。そうした企業のなかには、
東京を足がかりとして世界進出を果た
そうと考えた企業も多かったでしょう。
しかし、東京が必ずしも世界と直通し
ているわけではありません。東京には

東京特有の堅苦しさがあります。中央
官庁が近くにありますから、企業は役
所の縦割りに対応した部署をつくらな
ければならなかったり、業界団体の幹
事役などが回ってくると役所以上に役
所的な仕事の仕方を強いられることも
少なくありません。東京に出たからと
いって、自由に世界に羽ばたけるもの
ではないのです。むしろ東京経由でグ
ローバル化をめざすと、大阪特有の活
力や個性を喪失してしまう危険性すら
あります。
　大阪には、日本の高度経済成長を支
えてきたと自負できるほど多くの大企
業が発祥しています。松下電器産業、
三洋電機、シャープに代表される家電
産業をはじめ、大和ハウス工業、積水
ハウスに代表される住宅産業、さらに
は製鉄産業や繊維産業などの製造業で
は顕著です。精密機械部品を製造する
中小企業や、大阪発祥の料理も多い。
エンターテイメントの分野でも、藤田
まことの『てなもんや三度笠』や藤山
寛美の『松竹新喜劇』など、大阪で生
まれたコメディーは一世を風靡しまし
た。私もそうした大阪発のコメディー
が大好きで、少年時代に、それも家族
と一緒にテレビでよく見たものです。
ところがそうしたエンターテイメント
企業は今や株式上場して“お笑い産
業”となり、東京のビジネスモデルに
追従していきました。また、黒部ダム
をもつ関西電力はかつて日本一の電力
シェアをもつ大企業でしたが、奇しく
も東日本大震災で東京電力をビジネス
モデルにした“東電化”になっている
ことがわかりました。こうして見ると、
大阪特有の活力をもった企業が、どん
どん東京化しているように思えます。
しかし、ビジネスモデルや人材教育は
有機的で多様なものですから、今後は
東京をモデルにするのではなく、大阪

モデルのなかにある発展の種を育んで
ほしいと思います。
　例えば電子材料産業や化学、薬品、
繊維産業などが多く集積している富山
県では、日本海をはさんで対岸諸国と
近接する地の利を活かして、中国や韓
国をはじめロシア極東地域をマーケッ
トとしたゲートウェイ機能を促進させ
ようとしています。このように、海外
進出や海外発信をめざす大阪の企業は、
いちいち東京を経由するのではなく、
大阪独自の良さをもって直接海外に出
て行った方が良いと思います。

Q1.　中国バブルの崩壊の可能性と影
響は？
A1.　中国のバブル景気の現状につい
ては、そろそろ崩壊の兆しが見えてき
ています。普通ならもう崩壊していて
もおかしくないのですが、政府の財源
投入で北京オリンピックや上海万博ま
で引き延ばしてきたんですね。しかし、
さすがにリーマンショックやユーロ危
機で相当苦しい状況になっています。
　中国人留学生から聞いた話では、北
京や上海はもちろん北端のハルビン市
でもバブル景気に沸き、住宅が高値で
売れていたそうです。しかし最近は、
例えば上海では中心部の地価はまだ高
いですが、周辺部の地価が下がってい
るようです。普通は中心部が下がりは
じめてから周辺部が上がるのですが、
中国では逆。中国では本当の金持ちは
中心部の土地を買って、周辺部はそれ
ほど大金持ちではない中産階級の人た
ちが買っています。周辺部とはいって

中北 徹（なかきた とおる） 氏
1951年、愛知県出身。74年、一橋大学、および、英国ケンブリッジ大学の経済学部両大
学院卒業。外務省（経済局首席事務官）を経て、82年に退官。現在、東洋大学理事兼経済
学研究科教授。この間、日本銀行国際局アドバイザー、東洋大学経済学研究科長など
を経て、2006年、安部総理官邸「アジア・ゲートウェイ戦略会議副座長」、(財)日本水道
工業連合会「首都圏水循環委員会」副座長などを歴任。09年より現職。2010年北京大学
東アジア研究所・学術委員。現在、NHKテレビ『視点・論点』、同ラジオ『ビジネス展望』
などを担当。主著『国際経済学入門（筑摩新・1996年）』『世界標準の形成と戦略（日本国
際問題研究所・2001年）』『入門国際貿易（ダイヤモンド社・2005年）』など。

も関東平野より広いですが、そこでは
入居者のいないマンションが増え、土
地価格の下落が進んでいるようです。
　そしてこのバブルが崩壊したら、中
国人はどう反応するか。私の親友の中
国人は、中国人は誰もが自分の利益だ
けを考えて大騒ぎになるのではないか
と心配しています。一方、日本の経済
の専門家たちは、このバブルが崩壊し
ても中国経済はあまり大きな傷を負う
ことはないだろうとみています。中国
はまだまだ成長過程にありますから、
バブル崩壊の危機は十分に乗り越える
だろうという見方です。実際、中国で
経済成長が著しいのは沿海部にすぎず、
内陸部での労働賃金は依然として非常
に安く、人々は貧しい生活を余儀なく
されています。言い換えれば中国の内
陸部や西部には経済発展の余地が多く
残されているわけですから、バブル崩
壊といっても国全体を揺るがすような
ことにはならないのです。

Q2.　大阪の政治改革を東京都民はど
う見ていますか？
A2.　東京都民は2011年11月に行わ
れた大阪の知事・市長ダブル選挙の結
果に大きな関心を持っていました。鳩
山フィーバーによって自民党から民主
党に政権が移ったとき、東京都民はこ
れで日本の閉塞状況が変わるだろうと
いう大きな期待を持ちました。しかし、
現在に至ってもなお永田町と霞ヶ関の
やり方は本質的には変わっておらず、
民主党政治に対する失望感は深まる一
方です。もはや都民は、政治に対して
心躍らせることがなくなってしまいま
した。そうしたなか大阪に目をやると、
『大阪維新の会』ってなんだかよく分
からない（！？）けれど、大阪の政治
状況を変えようと躍起になる人たちが
いて、民意もかなりヒートアップして
いるようすが伝わってくる。東京都民
は大阪で低成長経済や円高による生産
拠点の海外移転、人口減少といった閉
塞感が長らく募っていることも分かっ
ています。大阪で知事や市長が変わっ
た結果の良し悪しは別として、これを
機に大阪の政治改革が国政にも波及し、
日本の何かを変えてくれるだろうとい
う期待を持っています。

　しかし一方で、ひょっとしたら民主
党と同じような結果になるのではない
かという危惧も拭えません。つまり、
橋下市長や松井知事が何かを変えてく
れそうだという期待感は非常に強いの
ですが、その政治目的は現状を壊すこ
とが中心であり、大阪の未来設計図が
ちゃんと用意されているのかどうかが
分からないからです。さらに、具体的
な施策を実現するための知恵袋がどれ
ほどいるかも分かりません。こうした
ことがしっかり機能すれば、府民、市
民の期待に応える政治改革が実現する
でしょう。そうして大阪から地方政治
のあり方が変わることで国政も動き、
それによって日本の閉塞感を打ち破っ
てほしいと願う東京都民も多いと思い
ます。

Q3.　東京への一極集中を解消する秘
策はあるでしょうか。
A3.　東京一極集中を避けるために、
“遷都”もひとつの方法だと思います。

私は完全に遷都するのは難しいとは思
いますが、皇室が一時的にでも京都に
お住まいを移されても良いのではない
かと思っています。ただし、誤解のな
いようはっきりと申し上げますが、私
は政治的には右翼でも左翼でもまった
くない。“ノンポリ型”です。天皇が
京都から東京にお住まいを移されたの
は、明治維新の一時的なものでした。
東京都は、東の京都だというわけです
ね。私はたまたま何度か皇居をお訪ね
する機会がこれまでにあったのですが、
大都会で極めて近代化が進んだ東京の、
それもど真ん中にあるにもかかわらず、
皇居内の自然環境は豊かで、天然の原
木、大きな蓮の花や葉がうっそうと繁
り、昼なお暗しで、まるでタイム・マ
シーンに乗ったかと錯覚するほどです。
そうしたお住まいで、しかし一歩外に出
れば雑踏だらけの東京に周囲をまるで取
り囲まれていて、そんな中、「国事行
為」の回数が激増していると聞きます。
なにかお気の毒にさえ思いました。

世界に占める日本の比重

※1   ジョセフ・ナイ
（米・Joseph Samuel Nye, Jr.：1937～）
　カーター政権下で国務次官補、クリント
ン政権下で国家情報会議議長などを歴任
した知日派の国際経済学者。国際関係に
おける相互依存論者で、スマートパワーに
よる外交戦略を提唱する。ハーバード大学
特別功労教授。

※2　孔子学院
　中国が海外の大学などの教育機関と連
携し、中国語や中国文化の普及、中国との
友好関係醸成を目的に設立した中国の公
的教育機関。日本をはじめ世界各国に出
先を置くが、欧米諸国の一部には、国内の
教壇を中国政府に提供するものとして、そ
の設置に懸念を示す声もある。

※3　尖閣諸島中国漁船衝突事件（2010
年9月7日）で中国政府は、「日本へのレア
アースの輸出差し止め」「日本人大学生の
上海万博招致の中止」「航空路線増便交
渉の中止」など複数の報復措置で対抗し
た。一方、アメリカ政府は、「尖閣諸島は日
米安全保障条約第5条の適用対象範囲内
である（クリントン国務長官／同年9月23
日）」と表明。この事件で、いざとなれば実
力行使で外交問題を収束させようとする中
国のハードパワー頼みの姿勢に対し、警戒
感が国際社会に広がった。

お話を聞き終えて
　　　　　　　　　　　　堀井良殷
　朝のNHKラジオ（第一）の『ラジ
オあさいちばん』という番組のなかに、
『ビジネス展望（月～金：6時43分
頃）』というコーナーがあり、毎回さ
まざまな方が経済や財政についてお話
をされています。中北先生もその解説
を担当されており、
私は先生の的確な問
題提起とクリアな解
説を聴いて一度で中
北ファンになりまし
た。そこで今回は、
先生から是非直にお
話をお伺いしたいと
思い、はるばる東京
から大阪21世紀協会

にお越しいただいたというわけです。
　中北先生には、日本がアジアのゲー
トウェイとなるために必要な人材育成
のあり方や東京経由でないグローバル
化、さらには中国バブルの行方や遷都
論まで、多岐にわたる貴重なご意見を
伺うことができました。この度はどう
もありがとうございました。

中北教授にズバリ
ここが聞きたい！

大 賞大 賞
公益財団法人山本能楽堂
　伝統芸能である能の伝承と普及に対する
功績は大きい。『上方伝統芸能ナイト』は100
回記念公演を成功させた。2009年の大阪・八
軒家浜での新作能『水の輪』は、同年11月にブ
ルガリア公演を行い好評であった。

特別賞特別賞

大阪ステーションシティ
　平成23年5月、「アート解放区」などのギャラリーを開廊するJR大阪三越伊勢丹や専門店が集るLUCUA、
8つの庭園など、大阪の新たな名所をオープンし、大阪・関西の魅力を発信する拠点として期待される。

ニュー
パワー賞
ニュー
パワー賞

スーパーコンピュータ『京』の開発チーム
　理研と富士通が共同開発した『京』が、平成23年6月の国際スーパーコンピューティング会議で、処理性能で
世界1位を獲得。日本の技術力の高さを世界に示すとともに、医療や防災分野での高度な運用も期待される。

尾野真千子（女優）
　大阪・岸和田出身のファッションデザイナー・小篠綾子をモデルにしたNHK連続テレビ小説『カーネーショ
ン』でヒロインを演じ、大阪のものづくり文化や温かく活気のある関西のPRに大きく貢献した。

万城目 学（作家）
　直木賞候補となった小説『プリンセス・トヨトミ』は、大阪の街や歴史を織りまぜながらコミカルに描き、
映画化されると観客動員数100万人を超える大ヒットになるなど、大阪を中心に明るい話題を提供した。

日本の文化戦略と
国際化時代の人材育成

Front Talk

日本の文化戦略と
国際化時代の人材育成

Front Talk

日本の文化戦略と
国際化時代の人材育成

Front Talk

2011年12月7日／大阪21世紀協会・21cafeにて
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100.0

(表A) 世界のGDPに占める日本のシェア（1990年国際購買力平価換算）（単位：％）

出典　A.Maddison（HP）：Historical Statistics for the World Economy
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関
西
元
気
文
化
圏
賞
』の
大
賞
に
、な
で
し
こ
リ
ー

グ
所
属
の
女
子
サ
ッ
カ
ー
ク
ラ
ブ『
I
N
A
C（
ア
イ
ナ
ッ
ク
）神
戸
レ
オ
ネ

ッ
サ（
神
戸
市
）』を
選
び
表
彰
し
た
。ま
た
、特
別
賞
は
山
本
能
楽
堂
、ニ
ュ

ー
パ
ワ
ー
賞
は
作
家
の
万
城
目
学
さ
ん
ら
に
贈
ら
れ
た
。

　
同
賞
は
、そ
の
年
に
文
化
を
通
し
て
関
西
か
ら
日
本
を
明
る
く
元
気
に

し
た
人
や
団
体
に
感
謝
す
る
と
と
も
に
、一
層
の
活
躍
へ
の
期
待
を
こ
め

て
平
成
15
年
度
か
ら
毎
年
贈
ら
れ
て
い
る
。シ
ェ
ラ
ト
ン
都
ホ
テ
ル
大
阪

で
行
わ
れ
た
今
回
の
賞
贈
呈
式
は
文
化
庁
芸
術
祭（
関
西
地
区
）と
合
同
で

開
催
さ
れ
、近
藤
誠
一
文
化
庁
長
官
ら
が
列
席
の
も
と
、森
詳
介
関
西
元
気

文
化
圏
推
進
協
議
会
会
長（
関
西
地
域
振
興
財
団
会
長
）か
ら
各
賞
の
受
賞

者
に
賞
状
と
記
念
盾
が
贈
ら
れ
た
。そ
の
後
の
祝
賀
会
で
株
式
会
社
ア
イ

ナ
ッ
ク
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
代
表
取
締
役
会
長
兼
C
E
O
の
文 

弘
宣
氏

は
、「
ク
ラ
ブ
設
立
10
周
年（
平
成
23
年
）と
い
う
記
念
す
べ
き
年
に
、選
手
た

ち
の
こ
れ
ま
で
の
努
力
に
ふ
さ
わ
し
い
結
果
が
出
せ
た
。と
く
に
関
西
圏

か
ら
の
リ
ー
グ
優
勝

は
久
し
振
り
で
、関

西
と
り
わ
け
神
戸
の

方
々
に
は
非
常
に
喜

ん
で
い
た
だ
い
た
。

今
年
は
関
西
か
ら
オ

リ
ン
ピ
ッ
ク
選
手
が

出
せ
る
よ
う
頑
張
っ
て
い
き
た
い
」と
、所
属
す
る
澤
選
手
ら
の

健
闘
を
讃
え
た
。ま
た
、万
城
目
氏
は「
大
阪
の
長
い
歴
史
の
な

か
で
、あ
ま
り
語
ら
れ
る
こ
と
が
な
か
っ
た
時
代
の
小
説
も
書

い
て
、関
西
の
文
化
に
貢
献
し
て
い
き
た
い
」と
、今
後
の
抱
負

を
語
っ
た
。

　
関
西
元
気
文
化
圏
は
、平
成
15
年
3
月
発
足
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
。当
時
文
化
庁
長
官
だ
っ
た
河
合
隼
雄
氏
が
、東
京
一
極
集
中

を
是
正
す
る
た
め
文
化
を
多
極
化
さ
せ
地
域
の
文
化
を
掘
り

起
こ
そ
う
と
呼
び
か
け
、関
西
の
各
府
県
や
経
済
団
体
、報
道
機
関
な
ど
が

賛
同
し
て
は
じ
ま
っ
た
。同
年
8
月
に
は
小
泉
純
一
郎
総
理
大
臣（
当
時
）を

迎
え
、推
進
組
織
で
あ
る「
関
西
元
気
文
化
圏
推
進
協
議
会
」の
設
立
総
会
が

行
わ
れ
た
。以
来
、官
民
の
垣
根
を
越
え
た
協
力
体
制
の
も
と
さ
ま
ざ
ま
な

文
化
活
動
を
展
開
し
、関
西
文
化
圏
の
一
体
化
・
活
性
化
の
推
進
に
取
り
組

ん
で
い
る
。

平 成 2 3 年 度 受 賞 者 と 贈 呈 理 由

INAC神戸レオネッサ
　2011FIFA女子ワールドカップの日本代
表チームに主将ら7人の選手を輩出して初優
勝。同年のなでしこリーグでも初優勝。日本
女子サッカー界のみならず、東日本大震災で
甚大な被害を受けた日本国民を元気づけた。

文 弘宣氏とINAC神戸レオネッサの
マスコット“らいむちゃん”

万城目 学氏

関西元気文化圏賞主催者と受賞者

堀井　中北先生は東洋大学大学院で教
鞭を執られるかたわら、2006年から
07年にかけて、当時安倍総理官邸の
『アジア・ゲートウェイ戦略会議』の
副座長を務められました。今回はそこ
でのお話を含め、日本の文化戦略や留
学生問題、大学における人材育成や交
流、さらには大阪の将来に期待される
ことなどについてお伺いしたいと思い
ます。
中北　お招きいただきありがとうござ
います。まずは、世界における日本の経
済的比重について、『世界のGDP（国内
総生産）に占める日本のシェア（表A）』
をもとにお話させていただきます。こ
れは世界的に有名な経済学者のアンガ
ス・マディソン（1926～2010年）が
科学的根拠に基づいて計算した、過去
2000年間の日本、イギリス、アメリカ、
中国、インドのGDPの推移です。
　これによれば、明治時代に入って間
もないころの日本のGDPの世界シェ
アは2.3％でした。それが第二次世界
大戦後の1950年には3.0％、高度経済
成長期の1960年には4.4％になり、バ
ブル絶頂期の1990年には8.6％まで伸
びています。日本の土地価格でアメリ
カが二つぐらい買えるといわれていた
当時、日本のGDPは瞬間的には世界
の1割近くをシェアしていたと思われ
ます。しかしバブル崩壊以降、現在は
5.7％まで下がりました。また、イギ
リスも日本と似たり寄ったりで、産業
革命を経て19世紀の終わり頃には9％
まで上がったものの、戦後、経済の後
退によってGDPが下がり、現在は3％
を切っています。
　一方、アメリカは20世紀初頭には
産業が勃興し、戦後の1950年には
27.3％と世界で4分の1以上のシェア

を占めるに至りました。とはいえ冷戦
後は徐々に下がり、現在はアメリカと
いえども20％を切る状況です。
　さて問題は中国とインドです。2000
年という長い歴史でみると、帝国主義
列強が跋扈する19世紀初頭まで両国
のGDPは世界の20～30％をシェアし
ていましたが、アヘン戦争やセポイの
乱、東インド会社などで搾取されつづ
けた結果、第二次世界大戦後は4～5
％にまで下がってしまいました。しか
し中国は現在、市場型社会主義の国策
により17％まで回復し、アメリカと
角逐しています。こうしてみれば、中
国・インドのGDP比率が19世紀なみ
に戻ってきたというのが現在の状況と
いえます。

ハードパワーとソフトパワー
　これまでの日米中の関係は、国家体
制の観点で日米が近く中国が遠い不等
辺三角形で示すことができました。し
かし、現在の日中関係は経済面で非常
に近づいてきていることを考えれば、
今後の日米中関係は均整のとれた等辺
三角形の関係が望ましいと思います。
また、日本とアメリカの関係も、経済
を無視した安保一辺倒な考え方はもは
や時代にそぐわず、日米中間における
経済的な相互依存を深めることが非常
に重要になるでしょう。現にアメリカは
中国の経済力を無視できないところまで

きており、たとえテーブルの下で互いに
足を蹴り合っていたとしても、米中間に
おける経済的な相互依存はますます強く
なっているのです。
　こうした米中関係は、これまでハー
ドパワーとソフトパワーという言葉で
説明されてきました。ハードパワーと
は軍事力や経済力で、ソフトパワーと
はそれを支える政治力や価値観、生活
様式、文化的影響力をいいます。アメ
リカは冷戦終結（1989年）後もハー
ドパワーを重視する外交戦略をとって
いましたが、一方でジョセフ・ナイ
（※1）という国際政治学者が提唱す
るように、アメリカが持つ世界有数の
ソフトパワーを外交戦略に活用する考
えも示されていました。しかし皮肉に
も、同時多発テロ事件（2001年9月
11日）を契機に、ブッシュ政権下の
アメリカは軍事力を一層強めることに
なったのです。
　一方、中国は、かねてよりアメリカ
以上にソフトパワーの重要性に着目し
ていたと思います。その代表例に孔子
学院（※2）があります。中国は共産
党のテーゼに一見反するような名称の
機関を作ってでも、アメリカをはじめ
世界をソフトパワーで席巻しよういう
戦略に出ています。
　そして現在、オバマ政権下のアメリ
カでは、ハードパワーでもソフトパワ
ーでもない、その両方をスマートに

（賢く）組
み合わせた
“スマート
パワー”と
いう新たな
外交戦略に
シフトして
います。こ
うしてみる
と、米中関
係というの

はハードパワーの時代を経て、現在は
ソフトパワーでお互いに牽制し合う状
態にあるといえます。
　しかし私は、ソフトパワーやスマー
トパワーだけで国際競争を生き抜くこ
とには無理があると考えます。経済学
の見地で言えば、第一に必要なのはハ
ードパワーです。豊かな経済力を持つ
ことでその国のライフスタイルが世界
の人々の憧れとなり、それによってこ
そソフトパワーやスマートパワーが発
揮される。私たちがアメリカのスニー
カーやジーンズに憧れるのは、アメリ
カにハードパワーがあり豊かだからで
す。これと同様に、日本のソフトパワ
ーが世界の注目を集めるには、まずは
国が経済的に豊かであるということが
前提となります。現在、アジア諸国を
はじめ欧米でもアニメやJ-POPなどの
人気が高まっていますが、こうした文
化戦略の成功は日本の経済力に依拠し
ているといえます。
　一方、中国がこれまでためてきたソフト
パワーは、昨年の尖閣諸島中国漁船衝
突事件での中国政府の強硬な対応（ハ
ードパワーによる外交戦略を優先させた
こと）により、一瞬にしてその効力が消滅
したと思います（※3）。

高度人材ネットワーク戦略
　外務省は数年前から、アニメ大使や寿

司大使などさまざまな文化外交によって
日本文化を海外に発信し、日本に対する
世界の関心の醸成に努めています。『ア
ジア・ゲートウェイ構想』は、そうした
流れの延長で立ち上がりました。
　この構想は、経済成長が著しいアジ
ア各国の活力を取り込むことで日本の
魅力を高め、さらにその魅力を広く海
外に発信しようというものです。
2007年5月、構想を具体的な政策に
結びつけるため、内閣官房に『アジ
ア・ゲートウェイ戦略会議（議長：安
倍晋三首相）』が設置され、東京藝術
大学の宮田亮平学長や松下電器産業の
中村邦夫会長など10名がメンバーと
なりました。
　ここで議論されたのは、羽田空港の
24時間化や関西国際空港における新
路線開設などを検討する「航空自由
化」をはじめ、「構造改革特区制度」
「日本の魅力の海外発信」など10項
目におよびました。なかでも構想の柱
として重視されたのが、高度な人材に
よるアジアでのネットワークづくりで
した。日本の魅力を高め世界に発信す
るには、モノや金だけではなく、世界
で通用する“人づくり”が極めて重要
で、それなくして企業も大学も生き残
れないというものです。そこでもっと
も重視されたのが留学生問題でした。
受入シェアの確保（世界の5％程度）
や産学連携の推進、海外現地機能の強
化など、新たな留学生政策が検討され
ました。
　日本に来る留学生は、私が学生だっ
た頃、例えば中国人の留学生はほとん
どが国費でやって来たエリートでした。
とくに社会科学関係では、留学期間が
終っても本国に戻りたくないという人
が多く、結局は日本の人材として私た
ちの仲間になったりしました。しかし
その後、日本の経済成長に伴って資質

に問題のある留学生が増えました。日
本でアルバイトをするのが目的だった
り、どこかに儲け話があると聞けば突
然いなくなったりするんです。しかし
最近はまた、中国人留学生の質が非常
に良くなっています。彼らの多くが一
人っ子で、裕福な家庭で十分な教育を
受け、とても大事に育てられてきたん
ですね。といっても両親は共産党員で
はありません。聞けば中国の東北地方
に大きな実家があり、フローリングの
部屋はすべて床暖房で、自分の部屋に
は自分専用のベッドが誰にも使われな
いまま置いてあるとか。実家に帰ると
両親や祖父母、親戚が揃って御馳走を
食べ、最近は生活習慣病を持つ人も多
いそうです。
　こうした中国人留学生は、日本の学
生に比べて目的意識がはっきりしてお
り、モチベーションも非常に高い。彼

らは日本で学んで資格を取り、数年働
いてから母国に戻って高給な職に就く
ことを目指しています。また彼らは、
例えばヤマダ電機やドンキホーテのよ
うな成長企業で働くことを希望してお
り、東京基準のビジネス観も持ってい
ません。日本人学生とは微妙に着眼点
が異なっているのは面白いところです。

留学経験が活かせる社会に
　企業にとっても、そうした留学経験
者を有能な人材として活用するメリッ
トは非常に大きいと思います。私は北
京大学の東アジア研究所の学術委員を
していますが、そのスポンサーである
企業の女性秘書も日本での留学経験が
あり、非常に日本語が上手く、専門知
識も豊富です。あるとき私が北京大学
で金融論の難しい話をして、北京大学
で用意した通訳がしどろもどろになっ
てしまったことがありました。そこで
彼女が通訳を買って出て、私の話を即
座に的確に伝えて一同を感心させこと
がありました。企業が国際化を果たす
には、そうした有能な人材を秘書やア
ドバイザーとして活用することが重要
であり、すでにそれを実践している企
業があることを実感しました。
　アジア・ゲートウェイ構想では、こ
うした優秀な留学生のキャリアデザイ
ンを大学や企業がいかに用意するかが
ポイントとなりました。日本から留学
生を出すにしろ、海外から受け入れる
にしろ、それが大学止まりになってい
る現状は困ったものです。これからの
日本は、日本で留学を終えた外国人が
日本の企業に就職し、母国に戻ってし
かるべきポストに就職するというキャ
リアデザインをちゃんと用意すべきだ
と思います。一方、海外へ留学する日
本人学生もそうしたことをしっかり意
識していなければなりません。海外に

出先を置く企業なら、留学先の国で就
職できるし、日本に帰ってきても受け
入れてもらえる。つまり日本でも海外
でも就職先が確保されるというメリッ
トがあります。そうしたことを、学生
もその親も意識して留学を考えるべき
だと思います。
　とはいえ現状は、多くの企業に留学
経験者のキャリアデザインがないため、
せっかく留学してMBA（経営学修
士）まで取ったのにそれに見合うポス
トが与えられなかったり正しく評価さ
れないケースが多く見られます。その
ため留学までして学んだことが全く活
かされず、留学が単に箔をつけるだけ
のものになってしまっているんです。
だから学生も親も海外留学による時間
的・経済的リスクと将来への不安を感
じて、なかなか日本を飛び出す決心が
つかない。それどころか親は留学に反
対するようになります。実際、留学す
るかどうか悩んでいる学生の顔を見る
と、親とどんな話をしているのか容易
に想像できます。
　日本が世界に通用する人材の育成や
国際化を本気で実現しようとするなら、
まずは企業が留学経験者のグローバル
スタンダードな評価基準を持ち、しか
るべきキャリアデザインを用意すべき
です。そして重要なのは、大学と企業
が連携して自らを変え、情報発信する
こと。こうして留学のリスクをなくし
ていくことで、学生のモチベーション
が上がり、語学力の向上にもつながっ
ていくでしょう。まずはそれなくして
高度な人材による世界的ネットワーク
を構築することはできません。
　また、大学も海外に分校を持つなど
して外国人留学生の受け入れを促進す
べきです。それによって日本語の普及
にもなるし、留学生にとってはわざわ
ざ日本まで来る必要がなく、学費や留

学生活などの経済的負担も軽減されま
す。このような大学の国際化について
は、現在さまざまなアイデアが出され
ていますが、もはや悠長に議論してい
る場合ではなく、実行すべき時にきて
います。

語学習得で「提案力」強化を
　外国人留学生に対抗して、日本人留
学生の実力を上げることは喫緊の課題
です。では、留学によって向上すべき
スキルというのは何でしょうか。言い
換えれば何のために語学が必要なのか
ということです。私は、それを“提案
力”だと思っています。
　海外ビジネスにおいては、提案力が
弱いために非常に損をしているケース
が多く見られます。例えば日本は中国
やヴェトナム、カンボジア、インドに
さまざまなODA（政府開発援助）を
行っていますが、日本企業が水道や下
水道、鉄道、通信などのインフラ事業
を受注した場合、そのハードが出来上
ってしまえばそれで終わって帰ってき
てしまう。つまり、日本はモノを売っ
たら売ったきりで終わってしまい、そ
の後に欧米企業が参入して何十年間も
長期に安定した運営管理のビジネスを、
しかも、“顔のみえる”事業として遂
行していくわけです。日本が作ったモ
ノで外国企業がビジネスをするなんて、
こんな悔しいことはありません。
　例えば中国で新幹線を作ったのであ
れば、運行システムや運転士教育など
もセットで提案しなくてはならないし、
水道や下水道なら、国によって水資源
や環境保全に対する考え方や習慣、規
制などが異なりますから、それ応じた
導入提案ができなくてはなりません。
技術や製品さえ良ければ黙っていても
モノが売れるというのは韓国やシンガ
ポールなどのライバルのいない時代の

こと。日本企業は技術や製品よるブラ
ンド戦略やマーケティング戦略を説明
し、受入国において予算の制約があれ
ばファイナンスの提案をし、規制があ
ればそれを乗り越えるソリューション
（問題解決）をもって世界のライバル
を制していかなくてはなりません。そ
うして国情に応じた意思疎通ができる
肝っ玉の大きな人材を育てることが重
要で、それが次代の日本の産業界を支
える力になるんです。いくら政府高官
が海外に行ってトップセールスをした
ところで、ビジネスとして長期にわた
って安定的に発展する可能性は低いで
すからね。こうした考えは、すでに日
本の商社も認めているところです。ち
なみに韓国の大手家電メーカーのサム
ソンは、海外に人材を派遣して2年間
くらい現地生活をしながら研修した上
で採用するそうです。だから言葉もマ
スターしており、現地の人の琴線に触
れる提案力が身についています。現地
の事情を慮ることなく、本社つまり東
京基準を押し付けるのでは、今後の国
際ビジネスでも苦戦を強いられるでし
ょう。だから留学生政策を推進する一
方で、社会人大学などによって社会人
も自らを再教育し、国際感覚を養うこ
とが重要だと考えています。

成長の種は大阪モデルにある
　最後に、これからの大阪に期待する
ことをお話します。日本がバブル景気
に沸いていた頃、大阪の優れた企業の
多くがこぞって東京に本社機能を移し
ました。これこそが大阪経済を停滞さ
せ、企業の国際化を阻む原因だったと
思います。そうした企業のなかには、
東京を足がかりとして世界進出を果た
そうと考えた企業も多かったでしょう。
しかし、東京が必ずしも世界と直通し
ているわけではありません。東京には

東京特有の堅苦しさがあります。中央
官庁が近くにありますから、企業は役
所の縦割りに対応した部署をつくらな
ければならなかったり、業界団体の幹
事役などが回ってくると役所以上に役
所的な仕事の仕方を強いられることも
少なくありません。東京に出たからと
いって、自由に世界に羽ばたけるもの
ではないのです。むしろ東京経由でグ
ローバル化をめざすと、大阪特有の活
力や個性を喪失してしまう危険性すら
あります。
　大阪には、日本の高度経済成長を支
えてきたと自負できるほど多くの大企
業が発祥しています。松下電器産業、
三洋電機、シャープに代表される家電
産業をはじめ、大和ハウス工業、積水
ハウスに代表される住宅産業、さらに
は製鉄産業や繊維産業などの製造業で
は顕著です。精密機械部品を製造する
中小企業や、大阪発祥の料理も多い。
エンターテイメントの分野でも、藤田
まことの『てなもんや三度笠』や藤山
寛美の『松竹新喜劇』など、大阪で生
まれたコメディーは一世を風靡しまし
た。私もそうした大阪発のコメディー
が大好きで、少年時代に、それも家族
と一緒にテレビでよく見たものです。
ところがそうしたエンターテイメント
企業は今や株式上場して“お笑い産
業”となり、東京のビジネスモデルに
追従していきました。また、黒部ダム
をもつ関西電力はかつて日本一の電力
シェアをもつ大企業でしたが、奇しく
も東日本大震災で東京電力をビジネス
モデルにした“東電化”になっている
ことがわかりました。こうして見ると、
大阪特有の活力をもった企業が、どん
どん東京化しているように思えます。
しかし、ビジネスモデルや人材教育は
有機的で多様なものですから、今後は
東京をモデルにするのではなく、大阪

モデルのなかにある発展の種を育んで
ほしいと思います。
　例えば電子材料産業や化学、薬品、
繊維産業などが多く集積している富山
県では、日本海をはさんで対岸諸国と
近接する地の利を活かして、中国や韓
国をはじめロシア極東地域をマーケッ
トとしたゲートウェイ機能を促進させ
ようとしています。このように、海外
進出や海外発信をめざす大阪の企業は、
いちいち東京を経由するのではなく、
大阪独自の良さをもって直接海外に出
て行った方が良いと思います。

Q1.　中国バブルの崩壊の可能性と影
響は？
A1.　中国のバブル景気の現状につい
ては、そろそろ崩壊の兆しが見えてき
ています。普通ならもう崩壊していて
もおかしくないのですが、政府の財源
投入で北京オリンピックや上海万博ま
で引き延ばしてきたんですね。しかし、
さすがにリーマンショックやユーロ危
機で相当苦しい状況になっています。
　中国人留学生から聞いた話では、北
京や上海はもちろん北端のハルビン市
でもバブル景気に沸き、住宅が高値で
売れていたそうです。しかし最近は、
例えば上海では中心部の地価はまだ高
いですが、周辺部の地価が下がってい
るようです。普通は中心部が下がりは
じめてから周辺部が上がるのですが、
中国では逆。中国では本当の金持ちは
中心部の土地を買って、周辺部はそれ
ほど大金持ちではない中産階級の人た
ちが買っています。周辺部とはいって

中北 徹（なかきた とおる） 氏
1951年、愛知県出身。74年、一橋大学、および、英国ケンブリッジ大学の経済学部両大
学院卒業。外務省（経済局首席事務官）を経て、82年に退官。現在、東洋大学理事兼経済
学研究科教授。この間、日本銀行国際局アドバイザー、東洋大学経済学研究科長など
を経て、2006年、安部総理官邸「アジア・ゲートウェイ戦略会議副座長」、(財)日本水道
工業連合会「首都圏水循環委員会」副座長などを歴任。09年より現職。2010年北京大学
東アジア研究所・学術委員。現在、NHKテレビ『視点・論点』、同ラジオ『ビジネス展望』
などを担当。主著『国際経済学入門（筑摩新・1996年）』『世界標準の形成と戦略（日本国
際問題研究所・2001年）』『入門国際貿易（ダイヤモンド社・2005年）』など。

も関東平野より広いですが、そこでは
入居者のいないマンションが増え、土
地価格の下落が進んでいるようです。
　そしてこのバブルが崩壊したら、中
国人はどう反応するか。私の親友の中
国人は、中国人は誰もが自分の利益だ
けを考えて大騒ぎになるのではないか
と心配しています。一方、日本の経済
の専門家たちは、このバブルが崩壊し
ても中国経済はあまり大きな傷を負う
ことはないだろうとみています。中国
はまだまだ成長過程にありますから、
バブル崩壊の危機は十分に乗り越える
だろうという見方です。実際、中国で
経済成長が著しいのは沿海部にすぎず、
内陸部での労働賃金は依然として非常
に安く、人々は貧しい生活を余儀なく
されています。言い換えれば中国の内
陸部や西部には経済発展の余地が多く
残されているわけですから、バブル崩
壊といっても国全体を揺るがすような
ことにはならないのです。

Q2.　大阪の政治改革を東京都民はど
う見ていますか？
A2.　東京都民は2011年11月に行わ
れた大阪の知事・市長ダブル選挙の結
果に大きな関心を持っていました。鳩
山フィーバーによって自民党から民主
党に政権が移ったとき、東京都民はこ
れで日本の閉塞状況が変わるだろうと
いう大きな期待を持ちました。しかし、
現在に至ってもなお永田町と霞ヶ関の
やり方は本質的には変わっておらず、
民主党政治に対する失望感は深まる一
方です。もはや都民は、政治に対して
心躍らせることがなくなってしまいま
した。そうしたなか大阪に目をやると、
『大阪維新の会』ってなんだかよく分
からない（！？）けれど、大阪の政治
状況を変えようと躍起になる人たちが
いて、民意もかなりヒートアップして
いるようすが伝わってくる。東京都民
は大阪で低成長経済や円高による生産
拠点の海外移転、人口減少といった閉
塞感が長らく募っていることも分かっ
ています。大阪で知事や市長が変わっ
た結果の良し悪しは別として、これを
機に大阪の政治改革が国政にも波及し、
日本の何かを変えてくれるだろうとい
う期待を持っています。

　しかし一方で、ひょっとしたら民主
党と同じような結果になるのではない
かという危惧も拭えません。つまり、
橋下市長や松井知事が何かを変えてく
れそうだという期待感は非常に強いの
ですが、その政治目的は現状を壊すこ
とが中心であり、大阪の未来設計図が
ちゃんと用意されているのかどうかが
分からないからです。さらに、具体的
な施策を実現するための知恵袋がどれ
ほどいるかも分かりません。こうした
ことがしっかり機能すれば、府民、市
民の期待に応える政治改革が実現する
でしょう。そうして大阪から地方政治
のあり方が変わることで国政も動き、
それによって日本の閉塞感を打ち破っ
てほしいと願う東京都民も多いと思い
ます。

Q3.　東京への一極集中を解消する秘
策はあるでしょうか。
A3.　東京一極集中を避けるために、
“遷都”もひとつの方法だと思います。

私は完全に遷都するのは難しいとは思
いますが、皇室が一時的にでも京都に
お住まいを移されても良いのではない
かと思っています。ただし、誤解のな
いようはっきりと申し上げますが、私
は政治的には右翼でも左翼でもまった
くない。“ノンポリ型”です。天皇が
京都から東京にお住まいを移されたの
は、明治維新の一時的なものでした。
東京都は、東の京都だというわけです
ね。私はたまたま何度か皇居をお訪ね
する機会がこれまでにあったのですが、
大都会で極めて近代化が進んだ東京の、
それもど真ん中にあるにもかかわらず、
皇居内の自然環境は豊かで、天然の原
木、大きな蓮の花や葉がうっそうと繁
り、昼なお暗しで、まるでタイム・マ
シーンに乗ったかと錯覚するほどです。
そうしたお住まいで、しかし一歩外に出
れば雑踏だらけの東京に周囲をまるで取
り囲まれていて、そんな中、「国事行
為」の回数が激増していると聞きます。
なにかお気の毒にさえ思いました。

世界に占める日本の比重

※1   ジョセフ・ナイ
（米・Joseph Samuel Nye, Jr.：1937～）
　カーター政権下で国務次官補、クリント
ン政権下で国家情報会議議長などを歴任
した知日派の国際経済学者。国際関係に
おける相互依存論者で、スマートパワーに
よる外交戦略を提唱する。ハーバード大学
特別功労教授。

※2　孔子学院
　中国が海外の大学などの教育機関と連
携し、中国語や中国文化の普及、中国との
友好関係醸成を目的に設立した中国の公
的教育機関。日本をはじめ世界各国に出
先を置くが、欧米諸国の一部には、国内の
教壇を中国政府に提供するものとして、そ
の設置に懸念を示す声もある。

※3　尖閣諸島中国漁船衝突事件（2010
年9月7日）で中国政府は、「日本へのレア
アースの輸出差し止め」「日本人大学生の
上海万博招致の中止」「航空路線増便交
渉の中止」など複数の報復措置で対抗し
た。一方、アメリカ政府は、「尖閣諸島は日
米安全保障条約第5条の適用対象範囲内
である（クリントン国務長官／同年9月23
日）」と表明。この事件で、いざとなれば実
力行使で外交問題を収束させようとする中
国のハードパワー頼みの姿勢に対し、警戒
感が国際社会に広がった。

お話を聞き終えて
　　　　　　　　　　　　堀井良殷
　朝のNHKラジオ（第一）の『ラジ
オあさいちばん』という番組のなかに、
『ビジネス展望（月～金：6時43分
頃）』というコーナーがあり、毎回さ
まざまな方が経済や財政についてお話
をされています。中北先生もその解説
を担当されており、
私は先生の的確な問
題提起とクリアな解
説を聴いて一度で中
北ファンになりまし
た。そこで今回は、
先生から是非直にお
話をお伺いしたいと
思い、はるばる東京
から大阪21世紀協会

にお越しいただいたというわけです。
　中北先生には、日本がアジアのゲー
トウェイとなるために必要な人材育成
のあり方や東京経由でないグローバル
化、さらには中国バブルの行方や遷都
論まで、多岐にわたる貴重なご意見を
伺うことができました。この度はどう
もありがとうございました。

中北教授にズバリ
ここが聞きたい！

大 賞大 賞
公益財団法人山本能楽堂
　伝統芸能である能の伝承と普及に対する
功績は大きい。『上方伝統芸能ナイト』は100
回記念公演を成功させた。2009年の大阪・八
軒家浜での新作能『水の輪』は、同年11月にブ
ルガリア公演を行い好評であった。

特別賞特別賞

大阪ステーションシティ
　平成23年5月、「アート解放区」などのギャラリーを開廊するJR大阪三越伊勢丹や専門店が集るLUCUA、
8つの庭園など、大阪の新たな名所をオープンし、大阪・関西の魅力を発信する拠点として期待される。

ニュー
パワー賞
ニュー
パワー賞

スーパーコンピュータ『京』の開発チーム
　理研と富士通が共同開発した『京』が、平成23年6月の国際スーパーコンピューティング会議で、処理性能で
世界1位を獲得。日本の技術力の高さを世界に示すとともに、医療や防災分野での高度な運用も期待される。

尾野真千子（女優）
　大阪・岸和田出身のファッションデザイナー・小篠綾子をモデルにしたNHK連続テレビ小説『カーネーショ
ン』でヒロインを演じ、大阪のものづくり文化や温かく活気のある関西のPRに大きく貢献した。

万城目 学（作家）
　直木賞候補となった小説『プリンセス・トヨトミ』は、大阪の街や歴史を織りまぜながらコミカルに描き、
映画化されると観客動員数100万人を超える大ヒットになるなど、大阪を中心に明るい話題を提供した。

日本の文化戦略と
国際化時代の人材育成

Front Talk

日本の文化戦略と
国際化時代の人材育成

Front Talk

日本の文化戦略と
国際化時代の人材育成
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2011年12月7日／大阪21世紀協会・21cafeにて
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1990
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2000

7.3

3.3
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100.0

2008

5.7

2.8
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17.5

6.7

100.0

(表A) 世界のGDPに占める日本のシェア（1990年国際購買力平価換算）（単位：％）

出典　A.Maddison（HP）：Historical Statistics for the World Economy
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」と
、所
属
す
る
澤
選
手
ら
の

健
闘
を
讃
え
た
。ま
た
、万
城
目
氏
は「
大
阪
の
長
い
歴
史
の
な

か
で
、あ
ま
り
語
ら
れ
る
こ
と
が
な
か
っ
た
時
代
の
小
説
も
書

い
て
、関
西
の
文
化
に
貢
献
し
て
い
き
た
い
」と
、今
後
の
抱
負

を
語
っ
た
。

　
関
西
元
気
文
化
圏
は
、平
成
15
年
3
月
発
足
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
。当
時
文
化
庁
長
官
だ
っ
た
河
合
隼
雄
氏
が
、東
京
一
極
集
中

を
是
正
す
る
た
め
文
化
を
多
極
化
さ
せ
地
域
の
文
化
を
掘
り

起
こ
そ
う
と
呼
び
か
け
、関
西
の
各
府
県
や
経
済
団
体
、報
道
機
関
な
ど
が

賛
同
し
て
は
じ
ま
っ
た
。同
年
8
月
に
は
小
泉
純
一
郎
総
理
大
臣（
当
時
）を

迎
え
、推
進
組
織
で
あ
る「
関
西
元
気
文
化
圏
推
進
協
議
会
」の
設
立
総
会
が

行
わ
れ
た
。以
来
、官
民
の
垣
根
を
越
え
た
協
力
体
制
の
も
と
さ
ま
ざ
ま
な

文
化
活
動
を
展
開
し
、関
西
文
化
圏
の
一
体
化
・
活
性
化
の
推
進
に
取
り
組

ん
で
い
る
。

平 成 2 3 年 度 受 賞 者 と 贈 呈 理 由

INAC神戸レオネッサ
　2011FIFA女子ワールドカップの日本代
表チームに主将ら7人の選手を輩出して初優
勝。同年のなでしこリーグでも初優勝。日本
女子サッカー界のみならず、東日本大震災で
甚大な被害を受けた日本国民を元気づけた。

文 弘宣氏とINAC神戸レオネッサの
マスコット“らいむちゃん”

万城目 学氏

関西元気文化圏賞主催者と受賞者

堀井　中北先生は東洋大学大学院で教
鞭を執られるかたわら、2006年から
07年にかけて、当時安倍総理官邸の
『アジア・ゲートウェイ戦略会議』の
副座長を務められました。今回はそこ
でのお話を含め、日本の文化戦略や留
学生問題、大学における人材育成や交
流、さらには大阪の将来に期待される
ことなどについてお伺いしたいと思い
ます。
中北　お招きいただきありがとうござ
います。まずは、世界における日本の経
済的比重について、『世界のGDP（国内
総生産）に占める日本のシェア（表A）』
をもとにお話させていただきます。こ
れは世界的に有名な経済学者のアンガ
ス・マディソン（1926～2010年）が
科学的根拠に基づいて計算した、過去
2000年間の日本、イギリス、アメリカ、
中国、インドのGDPの推移です。
　これによれば、明治時代に入って間
もないころの日本のGDPの世界シェ
アは2.3％でした。それが第二次世界
大戦後の1950年には3.0％、高度経済
成長期の1960年には4.4％になり、バ
ブル絶頂期の1990年には8.6％まで伸
びています。日本の土地価格でアメリ
カが二つぐらい買えるといわれていた
当時、日本のGDPは瞬間的には世界
の1割近くをシェアしていたと思われ
ます。しかしバブル崩壊以降、現在は
5.7％まで下がりました。また、イギ
リスも日本と似たり寄ったりで、産業
革命を経て19世紀の終わり頃には9％
まで上がったものの、戦後、経済の後
退によってGDPが下がり、現在は3％
を切っています。
　一方、アメリカは20世紀初頭には
産業が勃興し、戦後の1950年には
27.3％と世界で4分の1以上のシェア

を占めるに至りました。とはいえ冷戦
後は徐々に下がり、現在はアメリカと
いえども20％を切る状況です。
　さて問題は中国とインドです。2000
年という長い歴史でみると、帝国主義
列強が跋扈する19世紀初頭まで両国
のGDPは世界の20～30％をシェアし
ていましたが、アヘン戦争やセポイの
乱、東インド会社などで搾取されつづ
けた結果、第二次世界大戦後は4～5
％にまで下がってしまいました。しか
し中国は現在、市場型社会主義の国策
により17％まで回復し、アメリカと
角逐しています。こうしてみれば、中
国・インドのGDP比率が19世紀なみ
に戻ってきたというのが現在の状況と
いえます。

ハードパワーとソフトパワー
　これまでの日米中の関係は、国家体
制の観点で日米が近く中国が遠い不等
辺三角形で示すことができました。し
かし、現在の日中関係は経済面で非常
に近づいてきていることを考えれば、
今後の日米中関係は均整のとれた等辺
三角形の関係が望ましいと思います。
また、日本とアメリカの関係も、経済
を無視した安保一辺倒な考え方はもは
や時代にそぐわず、日米中間における
経済的な相互依存を深めることが非常
に重要になるでしょう。現にアメリカは
中国の経済力を無視できないところまで

きており、たとえテーブルの下で互いに
足を蹴り合っていたとしても、米中間に
おける経済的な相互依存はますます強く
なっているのです。
　こうした米中関係は、これまでハー
ドパワーとソフトパワーという言葉で
説明されてきました。ハードパワーと
は軍事力や経済力で、ソフトパワーと
はそれを支える政治力や価値観、生活
様式、文化的影響力をいいます。アメ
リカは冷戦終結（1989年）後もハー
ドパワーを重視する外交戦略をとって
いましたが、一方でジョセフ・ナイ
（※1）という国際政治学者が提唱す
るように、アメリカが持つ世界有数の
ソフトパワーを外交戦略に活用する考
えも示されていました。しかし皮肉に
も、同時多発テロ事件（2001年9月
11日）を契機に、ブッシュ政権下の
アメリカは軍事力を一層強めることに
なったのです。
　一方、中国は、かねてよりアメリカ
以上にソフトパワーの重要性に着目し
ていたと思います。その代表例に孔子
学院（※2）があります。中国は共産
党のテーゼに一見反するような名称の
機関を作ってでも、アメリカをはじめ
世界をソフトパワーで席巻しよういう
戦略に出ています。
　そして現在、オバマ政権下のアメリ
カでは、ハードパワーでもソフトパワ
ーでもない、その両方をスマートに

（賢く）組
み合わせた
“スマート
パワー”と
いう新たな
外交戦略に
シフトして
います。こ
うしてみる
と、米中関
係というの

はハードパワーの時代を経て、現在は
ソフトパワーでお互いに牽制し合う状
態にあるといえます。
　しかし私は、ソフトパワーやスマー
トパワーだけで国際競争を生き抜くこ
とには無理があると考えます。経済学
の見地で言えば、第一に必要なのはハ
ードパワーです。豊かな経済力を持つ
ことでその国のライフスタイルが世界
の人々の憧れとなり、それによってこ
そソフトパワーやスマートパワーが発
揮される。私たちがアメリカのスニー
カーやジーンズに憧れるのは、アメリ
カにハードパワーがあり豊かだからで
す。これと同様に、日本のソフトパワ
ーが世界の注目を集めるには、まずは
国が経済的に豊かであるということが
前提となります。現在、アジア諸国を
はじめ欧米でもアニメやJ-POPなどの
人気が高まっていますが、こうした文
化戦略の成功は日本の経済力に依拠し
ているといえます。
　一方、中国がこれまでためてきたソフト
パワーは、昨年の尖閣諸島中国漁船衝
突事件での中国政府の強硬な対応（ハ
ードパワーによる外交戦略を優先させた
こと）により、一瞬にしてその効力が消滅
したと思います（※3）。

高度人材ネットワーク戦略
　外務省は数年前から、アニメ大使や寿

司大使などさまざまな文化外交によって
日本文化を海外に発信し、日本に対する
世界の関心の醸成に努めています。『ア
ジア・ゲートウェイ構想』は、そうした
流れの延長で立ち上がりました。
　この構想は、経済成長が著しいアジ
ア各国の活力を取り込むことで日本の
魅力を高め、さらにその魅力を広く海
外に発信しようというものです。
2007年5月、構想を具体的な政策に
結びつけるため、内閣官房に『アジ
ア・ゲートウェイ戦略会議（議長：安
倍晋三首相）』が設置され、東京藝術
大学の宮田亮平学長や松下電器産業の
中村邦夫会長など10名がメンバーと
なりました。
　ここで議論されたのは、羽田空港の
24時間化や関西国際空港における新
路線開設などを検討する「航空自由
化」をはじめ、「構造改革特区制度」
「日本の魅力の海外発信」など10項
目におよびました。なかでも構想の柱
として重視されたのが、高度な人材に
よるアジアでのネットワークづくりで
した。日本の魅力を高め世界に発信す
るには、モノや金だけではなく、世界
で通用する“人づくり”が極めて重要
で、それなくして企業も大学も生き残
れないというものです。そこでもっと
も重視されたのが留学生問題でした。
受入シェアの確保（世界の5％程度）
や産学連携の推進、海外現地機能の強
化など、新たな留学生政策が検討され
ました。
　日本に来る留学生は、私が学生だっ
た頃、例えば中国人の留学生はほとん
どが国費でやって来たエリートでした。
とくに社会科学関係では、留学期間が
終っても本国に戻りたくないという人
が多く、結局は日本の人材として私た
ちの仲間になったりしました。しかし
その後、日本の経済成長に伴って資質

に問題のある留学生が増えました。日
本でアルバイトをするのが目的だった
り、どこかに儲け話があると聞けば突
然いなくなったりするんです。しかし
最近はまた、中国人留学生の質が非常
に良くなっています。彼らの多くが一
人っ子で、裕福な家庭で十分な教育を
受け、とても大事に育てられてきたん
ですね。といっても両親は共産党員で
はありません。聞けば中国の東北地方
に大きな実家があり、フローリングの
部屋はすべて床暖房で、自分の部屋に
は自分専用のベッドが誰にも使われな
いまま置いてあるとか。実家に帰ると
両親や祖父母、親戚が揃って御馳走を
食べ、最近は生活習慣病を持つ人も多
いそうです。
　こうした中国人留学生は、日本の学
生に比べて目的意識がはっきりしてお
り、モチベーションも非常に高い。彼

らは日本で学んで資格を取り、数年働
いてから母国に戻って高給な職に就く
ことを目指しています。また彼らは、
例えばヤマダ電機やドンキホーテのよ
うな成長企業で働くことを希望してお
り、東京基準のビジネス観も持ってい
ません。日本人学生とは微妙に着眼点
が異なっているのは面白いところです。

留学経験が活かせる社会に
　企業にとっても、そうした留学経験
者を有能な人材として活用するメリッ
トは非常に大きいと思います。私は北
京大学の東アジア研究所の学術委員を
していますが、そのスポンサーである
企業の女性秘書も日本での留学経験が
あり、非常に日本語が上手く、専門知
識も豊富です。あるとき私が北京大学
で金融論の難しい話をして、北京大学
で用意した通訳がしどろもどろになっ
てしまったことがありました。そこで
彼女が通訳を買って出て、私の話を即
座に的確に伝えて一同を感心させこと
がありました。企業が国際化を果たす
には、そうした有能な人材を秘書やア
ドバイザーとして活用することが重要
であり、すでにそれを実践している企
業があることを実感しました。
　アジア・ゲートウェイ構想では、こ
うした優秀な留学生のキャリアデザイ
ンを大学や企業がいかに用意するかが
ポイントとなりました。日本から留学
生を出すにしろ、海外から受け入れる
にしろ、それが大学止まりになってい
る現状は困ったものです。これからの
日本は、日本で留学を終えた外国人が
日本の企業に就職し、母国に戻ってし
かるべきポストに就職するというキャ
リアデザインをちゃんと用意すべきだ
と思います。一方、海外へ留学する日
本人学生もそうしたことをしっかり意
識していなければなりません。海外に

出先を置く企業なら、留学先の国で就
職できるし、日本に帰ってきても受け
入れてもらえる。つまり日本でも海外
でも就職先が確保されるというメリッ
トがあります。そうしたことを、学生
もその親も意識して留学を考えるべき
だと思います。
　とはいえ現状は、多くの企業に留学
経験者のキャリアデザインがないため、
せっかく留学してMBA（経営学修
士）まで取ったのにそれに見合うポス
トが与えられなかったり正しく評価さ
れないケースが多く見られます。その
ため留学までして学んだことが全く活
かされず、留学が単に箔をつけるだけ
のものになってしまっているんです。
だから学生も親も海外留学による時間
的・経済的リスクと将来への不安を感
じて、なかなか日本を飛び出す決心が
つかない。それどころか親は留学に反
対するようになります。実際、留学す
るかどうか悩んでいる学生の顔を見る
と、親とどんな話をしているのか容易
に想像できます。
　日本が世界に通用する人材の育成や
国際化を本気で実現しようとするなら、
まずは企業が留学経験者のグローバル
スタンダードな評価基準を持ち、しか
るべきキャリアデザインを用意すべき
です。そして重要なのは、大学と企業
が連携して自らを変え、情報発信する
こと。こうして留学のリスクをなくし
ていくことで、学生のモチベーション
が上がり、語学力の向上にもつながっ
ていくでしょう。まずはそれなくして
高度な人材による世界的ネットワーク
を構築することはできません。
　また、大学も海外に分校を持つなど
して外国人留学生の受け入れを促進す
べきです。それによって日本語の普及
にもなるし、留学生にとってはわざわ
ざ日本まで来る必要がなく、学費や留

学生活などの経済的負担も軽減されま
す。このような大学の国際化について
は、現在さまざまなアイデアが出され
ていますが、もはや悠長に議論してい
る場合ではなく、実行すべき時にきて
います。

語学習得で「提案力」強化を
　外国人留学生に対抗して、日本人留
学生の実力を上げることは喫緊の課題
です。では、留学によって向上すべき
スキルというのは何でしょうか。言い
換えれば何のために語学が必要なのか
ということです。私は、それを“提案
力”だと思っています。
　海外ビジネスにおいては、提案力が
弱いために非常に損をしているケース
が多く見られます。例えば日本は中国
やヴェトナム、カンボジア、インドに
さまざまなODA（政府開発援助）を
行っていますが、日本企業が水道や下
水道、鉄道、通信などのインフラ事業
を受注した場合、そのハードが出来上
ってしまえばそれで終わって帰ってき
てしまう。つまり、日本はモノを売っ
たら売ったきりで終わってしまい、そ
の後に欧米企業が参入して何十年間も
長期に安定した運営管理のビジネスを、
しかも、“顔のみえる”事業として遂
行していくわけです。日本が作ったモ
ノで外国企業がビジネスをするなんて、
こんな悔しいことはありません。
　例えば中国で新幹線を作ったのであ
れば、運行システムや運転士教育など
もセットで提案しなくてはならないし、
水道や下水道なら、国によって水資源
や環境保全に対する考え方や習慣、規
制などが異なりますから、それ応じた
導入提案ができなくてはなりません。
技術や製品さえ良ければ黙っていても
モノが売れるというのは韓国やシンガ
ポールなどのライバルのいない時代の

こと。日本企業は技術や製品よるブラ
ンド戦略やマーケティング戦略を説明
し、受入国において予算の制約があれ
ばファイナンスの提案をし、規制があ
ればそれを乗り越えるソリューション
（問題解決）をもって世界のライバル
を制していかなくてはなりません。そ
うして国情に応じた意思疎通ができる
肝っ玉の大きな人材を育てることが重
要で、それが次代の日本の産業界を支
える力になるんです。いくら政府高官
が海外に行ってトップセールスをした
ところで、ビジネスとして長期にわた
って安定的に発展する可能性は低いで
すからね。こうした考えは、すでに日
本の商社も認めているところです。ち
なみに韓国の大手家電メーカーのサム
ソンは、海外に人材を派遣して2年間
くらい現地生活をしながら研修した上
で採用するそうです。だから言葉もマ
スターしており、現地の人の琴線に触
れる提案力が身についています。現地
の事情を慮ることなく、本社つまり東
京基準を押し付けるのでは、今後の国
際ビジネスでも苦戦を強いられるでし
ょう。だから留学生政策を推進する一
方で、社会人大学などによって社会人
も自らを再教育し、国際感覚を養うこ
とが重要だと考えています。

成長の種は大阪モデルにある
　最後に、これからの大阪に期待する
ことをお話します。日本がバブル景気
に沸いていた頃、大阪の優れた企業の
多くがこぞって東京に本社機能を移し
ました。これこそが大阪経済を停滞さ
せ、企業の国際化を阻む原因だったと
思います。そうした企業のなかには、
東京を足がかりとして世界進出を果た
そうと考えた企業も多かったでしょう。
しかし、東京が必ずしも世界と直通し
ているわけではありません。東京には

東京特有の堅苦しさがあります。中央
官庁が近くにありますから、企業は役
所の縦割りに対応した部署をつくらな
ければならなかったり、業界団体の幹
事役などが回ってくると役所以上に役
所的な仕事の仕方を強いられることも
少なくありません。東京に出たからと
いって、自由に世界に羽ばたけるもの
ではないのです。むしろ東京経由でグ
ローバル化をめざすと、大阪特有の活
力や個性を喪失してしまう危険性すら
あります。
　大阪には、日本の高度経済成長を支
えてきたと自負できるほど多くの大企
業が発祥しています。松下電器産業、
三洋電機、シャープに代表される家電
産業をはじめ、大和ハウス工業、積水
ハウスに代表される住宅産業、さらに
は製鉄産業や繊維産業などの製造業で
は顕著です。精密機械部品を製造する
中小企業や、大阪発祥の料理も多い。
エンターテイメントの分野でも、藤田
まことの『てなもんや三度笠』や藤山
寛美の『松竹新喜劇』など、大阪で生
まれたコメディーは一世を風靡しまし
た。私もそうした大阪発のコメディー
が大好きで、少年時代に、それも家族
と一緒にテレビでよく見たものです。
ところがそうしたエンターテイメント
企業は今や株式上場して“お笑い産
業”となり、東京のビジネスモデルに
追従していきました。また、黒部ダム
をもつ関西電力はかつて日本一の電力
シェアをもつ大企業でしたが、奇しく
も東日本大震災で東京電力をビジネス
モデルにした“東電化”になっている
ことがわかりました。こうして見ると、
大阪特有の活力をもった企業が、どん
どん東京化しているように思えます。
しかし、ビジネスモデルや人材教育は
有機的で多様なものですから、今後は
東京をモデルにするのではなく、大阪

モデルのなかにある発展の種を育んで
ほしいと思います。
　例えば電子材料産業や化学、薬品、
繊維産業などが多く集積している富山
県では、日本海をはさんで対岸諸国と
近接する地の利を活かして、中国や韓
国をはじめロシア極東地域をマーケッ
トとしたゲートウェイ機能を促進させ
ようとしています。このように、海外
進出や海外発信をめざす大阪の企業は、
いちいち東京を経由するのではなく、
大阪独自の良さをもって直接海外に出
て行った方が良いと思います。

Q1.　中国バブルの崩壊の可能性と影
響は？
A1.　中国のバブル景気の現状につい
ては、そろそろ崩壊の兆しが見えてき
ています。普通ならもう崩壊していて
もおかしくないのですが、政府の財源
投入で北京オリンピックや上海万博ま
で引き延ばしてきたんですね。しかし、
さすがにリーマンショックやユーロ危
機で相当苦しい状況になっています。
　中国人留学生から聞いた話では、北
京や上海はもちろん北端のハルビン市
でもバブル景気に沸き、住宅が高値で
売れていたそうです。しかし最近は、
例えば上海では中心部の地価はまだ高
いですが、周辺部の地価が下がってい
るようです。普通は中心部が下がりは
じめてから周辺部が上がるのですが、
中国では逆。中国では本当の金持ちは
中心部の土地を買って、周辺部はそれ
ほど大金持ちではない中産階級の人た
ちが買っています。周辺部とはいって

中北 徹（なかきた とおる） 氏
1951年、愛知県出身。74年、一橋大学、および、英国ケンブリッジ大学の経済学部両大
学院卒業。外務省（経済局首席事務官）を経て、82年に退官。現在、東洋大学理事兼経済
学研究科教授。この間、日本銀行国際局アドバイザー、東洋大学経済学研究科長など
を経て、2006年、安部総理官邸「アジア・ゲートウェイ戦略会議副座長」、(財)日本水道
工業連合会「首都圏水循環委員会」副座長などを歴任。09年より現職。2010年北京大学
東アジア研究所・学術委員。現在、NHKテレビ『視点・論点』、同ラジオ『ビジネス展望』
などを担当。主著『国際経済学入門（筑摩新・1996年）』『世界標準の形成と戦略（日本国
際問題研究所・2001年）』『入門国際貿易（ダイヤモンド社・2005年）』など。

も関東平野より広いですが、そこでは
入居者のいないマンションが増え、土
地価格の下落が進んでいるようです。
　そしてこのバブルが崩壊したら、中
国人はどう反応するか。私の親友の中
国人は、中国人は誰もが自分の利益だ
けを考えて大騒ぎになるのではないか
と心配しています。一方、日本の経済
の専門家たちは、このバブルが崩壊し
ても中国経済はあまり大きな傷を負う
ことはないだろうとみています。中国
はまだまだ成長過程にありますから、
バブル崩壊の危機は十分に乗り越える
だろうという見方です。実際、中国で
経済成長が著しいのは沿海部にすぎず、
内陸部での労働賃金は依然として非常
に安く、人々は貧しい生活を余儀なく
されています。言い換えれば中国の内
陸部や西部には経済発展の余地が多く
残されているわけですから、バブル崩
壊といっても国全体を揺るがすような
ことにはならないのです。

Q2.　大阪の政治改革を東京都民はど
う見ていますか？
A2.　東京都民は2011年11月に行わ
れた大阪の知事・市長ダブル選挙の結
果に大きな関心を持っていました。鳩
山フィーバーによって自民党から民主
党に政権が移ったとき、東京都民はこ
れで日本の閉塞状況が変わるだろうと
いう大きな期待を持ちました。しかし、
現在に至ってもなお永田町と霞ヶ関の
やり方は本質的には変わっておらず、
民主党政治に対する失望感は深まる一
方です。もはや都民は、政治に対して
心躍らせることがなくなってしまいま
した。そうしたなか大阪に目をやると、
『大阪維新の会』ってなんだかよく分
からない（！？）けれど、大阪の政治
状況を変えようと躍起になる人たちが
いて、民意もかなりヒートアップして
いるようすが伝わってくる。東京都民
は大阪で低成長経済や円高による生産
拠点の海外移転、人口減少といった閉
塞感が長らく募っていることも分かっ
ています。大阪で知事や市長が変わっ
た結果の良し悪しは別として、これを
機に大阪の政治改革が国政にも波及し、
日本の何かを変えてくれるだろうとい
う期待を持っています。

　しかし一方で、ひょっとしたら民主
党と同じような結果になるのではない
かという危惧も拭えません。つまり、
橋下市長や松井知事が何かを変えてく
れそうだという期待感は非常に強いの
ですが、その政治目的は現状を壊すこ
とが中心であり、大阪の未来設計図が
ちゃんと用意されているのかどうかが
分からないからです。さらに、具体的
な施策を実現するための知恵袋がどれ
ほどいるかも分かりません。こうした
ことがしっかり機能すれば、府民、市
民の期待に応える政治改革が実現する
でしょう。そうして大阪から地方政治
のあり方が変わることで国政も動き、
それによって日本の閉塞感を打ち破っ
てほしいと願う東京都民も多いと思い
ます。

Q3.　東京への一極集中を解消する秘
策はあるでしょうか。
A3.　東京一極集中を避けるために、
“遷都”もひとつの方法だと思います。

私は完全に遷都するのは難しいとは思
いますが、皇室が一時的にでも京都に
お住まいを移されても良いのではない
かと思っています。ただし、誤解のな
いようはっきりと申し上げますが、私
は政治的には右翼でも左翼でもまった
くない。“ノンポリ型”です。天皇が
京都から東京にお住まいを移されたの
は、明治維新の一時的なものでした。
東京都は、東の京都だというわけです
ね。私はたまたま何度か皇居をお訪ね
する機会がこれまでにあったのですが、
大都会で極めて近代化が進んだ東京の、
それもど真ん中にあるにもかかわらず、
皇居内の自然環境は豊かで、天然の原
木、大きな蓮の花や葉がうっそうと繁
り、昼なお暗しで、まるでタイム・マ
シーンに乗ったかと錯覚するほどです。
そうしたお住まいで、しかし一歩外に出
れば雑踏だらけの東京に周囲をまるで取
り囲まれていて、そんな中、「国事行
為」の回数が激増していると聞きます。
なにかお気の毒にさえ思いました。

世界に占める日本の比重

※1   ジョセフ・ナイ
（米・Joseph Samuel Nye, Jr.：1937～）
　カーター政権下で国務次官補、クリント
ン政権下で国家情報会議議長などを歴任
した知日派の国際経済学者。国際関係に
おける相互依存論者で、スマートパワーに
よる外交戦略を提唱する。ハーバード大学
特別功労教授。

※2　孔子学院
　中国が海外の大学などの教育機関と連
携し、中国語や中国文化の普及、中国との
友好関係醸成を目的に設立した中国の公
的教育機関。日本をはじめ世界各国に出
先を置くが、欧米諸国の一部には、国内の
教壇を中国政府に提供するものとして、そ
の設置に懸念を示す声もある。

※3　尖閣諸島中国漁船衝突事件（2010
年9月7日）で中国政府は、「日本へのレア
アースの輸出差し止め」「日本人大学生の
上海万博招致の中止」「航空路線増便交
渉の中止」など複数の報復措置で対抗し
た。一方、アメリカ政府は、「尖閣諸島は日
米安全保障条約第5条の適用対象範囲内
である（クリントン国務長官／同年9月23
日）」と表明。この事件で、いざとなれば実
力行使で外交問題を収束させようとする中
国のハードパワー頼みの姿勢に対し、警戒
感が国際社会に広がった。

お話を聞き終えて
　　　　　　　　　　　　堀井良殷
　朝のNHKラジオ（第一）の『ラジ
オあさいちばん』という番組のなかに、
『ビジネス展望（月～金：6時43分
頃）』というコーナーがあり、毎回さ
まざまな方が経済や財政についてお話
をされています。中北先生もその解説
を担当されており、
私は先生の的確な問
題提起とクリアな解
説を聴いて一度で中
北ファンになりまし
た。そこで今回は、
先生から是非直にお
話をお伺いしたいと
思い、はるばる東京
から大阪21世紀協会

にお越しいただいたというわけです。
　中北先生には、日本がアジアのゲー
トウェイとなるために必要な人材育成
のあり方や東京経由でないグローバル
化、さらには中国バブルの行方や遷都
論まで、多岐にわたる貴重なご意見を
伺うことができました。この度はどう
もありがとうございました。

中北教授にズバリ
ここが聞きたい！

大 賞大 賞
公益財団法人山本能楽堂
　伝統芸能である能の伝承と普及に対する
功績は大きい。『上方伝統芸能ナイト』は100
回記念公演を成功させた。2009年の大阪・八
軒家浜での新作能『水の輪』は、同年11月にブ
ルガリア公演を行い好評であった。

特別賞特別賞

大阪ステーションシティ
　平成23年5月、「アート解放区」などのギャラリーを開廊するJR大阪三越伊勢丹や専門店が集るLUCUA、
8つの庭園など、大阪の新たな名所をオープンし、大阪・関西の魅力を発信する拠点として期待される。

ニュー
パワー賞
ニュー
パワー賞

スーパーコンピュータ『京』の開発チーム
　理研と富士通が共同開発した『京』が、平成23年6月の国際スーパーコンピューティング会議で、処理性能で
世界1位を獲得。日本の技術力の高さを世界に示すとともに、医療や防災分野での高度な運用も期待される。

尾野真千子（女優）
　大阪・岸和田出身のファッションデザイナー・小篠綾子をモデルにしたNHK連続テレビ小説『カーネーショ
ン』でヒロインを演じ、大阪のものづくり文化や温かく活気のある関西のPRに大きく貢献した。

万城目 学（作家）
　直木賞候補となった小説『プリンセス・トヨトミ』は、大阪の街や歴史を織りまぜながらコミカルに描き、
映画化されると観客動員数100万人を超える大ヒットになるなど、大阪を中心に明るい話題を提供した。
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